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平成 22 年第 4回にかほ市議会定例会会議録（第 2号） 

 

１、本日の出席議員（ 20 名 ） 

   １ 番  伊  東  温  子          ２ 番  鈴  木  敏  男 

   ３ 番  奥  山  収  三          ４ 番  佐 々 木  弘  志 

   ５ 番  竹  内     賢          ６ 番  伊  藤     知 

   ７ 番  宮  崎  信  一          ８ 番  飯  尾  明  芳 

   ９ 番  佐 々 木  正  明          10 番  小  川  正  文 

   11 番  竹  内  睦  夫          12 番  村  上  次  郎 

   13 番  市  川  雄  次          14 番  菊  地     衛 

   15 番  池  田  甚  一          16 番  加  藤  照  美 

   17 番  池  田  好  隆          18 番  佐  藤     元 

   19 番  齋  藤  修  市          20 番  佐  藤  文  昭 

 

１、本日の欠席議員（ な し ） 

 

１、職務のため議場に出席した事務局職員は次のとおりである。 

  議 会 事 務 局 長  細  矢  宗  良    班 長 兼 副 主 幹  佐  藤  正  之 

  副 主 幹  佐 々 木  孝  人 

 

１、地方自治法第 121条の規定により説明のため出席した者は次のとおりである。 

  市 長  横  山  忠  長    教 育 長  渡  辺    徹 

  総 務 部 長  齋  藤  隆  一    市 民 福 祉 部 長  木  内  利  雄 

  産 業 建 設 部 長  佐  藤  家  一    教 育 次 長  佐  藤  知  公 

  ガ ス 水 道 局 長  阿  部  誠  一    消 防 長  下  居  和  夫 

  会 計 管 理 者  森     鉄  也    総務部総務課長  阿  部     均 

  企 画 情 報 課 長  齊  藤     均    財 政 課 長  須  藤  金  悦 

  健 康 推 進 課 長  鈴  木     令    子育て長寿支援課長  齋  藤  美枝子 

  福 祉 課 長  齋  藤     洋    農 林 水 産 課 長  金  子  勇一郎 

  商 工 課 長  森     孝  良    教育委員会総務課長  長谷山    良 

  学 校 教 育 課 長  佐  藤  清  和 

 

１、本日の議事日程は次のとおりである 

   議事日程第 2号 

    平成 22年 6月 8日（火曜日）午前 10時開議 
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 第１ 一般質問 

 

１、本日の会議に付した事件は次のとおりである。 

    議事日程第 2号に同じ 

 

────────────────────────────── 

 

午前 10時 00 分 開 議 

 

●議長（佐藤文昭君） ただいまの出席議員は 20 人です。定足数に達していますので、会議は成

立します。 

 日程に入る前に報告します。地方自治法第 121 条の規定に基づく出席者は、お手元に配付のとお

りです。 

 また、議案についての訂正について、総務部長から発言を求められておりますので、これを許し

ます。総務部長。 

●総務部長（齋藤隆一君） 開会前に大変申しわけございませんが、議案綴りに誤りがございまし

たので訂正をお願いいたします。 

 16 ページ、議案第 45 号にかほ市国民健康保険税条例の一部を改正する条例制定についての提案

理由の部分の「地方税法等の一部を改正する法律が平成 22 年 4 月 1 日に施行されたことに伴い」

のくだりでございますが、「1 日」の「日」が抜けておりましたので、加筆くださいますようにお

願いいたします。 

 以後、十分に注意をいたします。申しわけございませんでした。 

●議長（佐藤文昭君） ただいま説明しました件について、了承していただくことに御異議ござい

ませんか。 

    【「異議なし」と呼ぶ者あり】 

●議長（佐藤文昭君） 異議ないようですので、そのように訂正してください。 

 日程第 1、一般質問を行います。 

 順番に発言を許します。 

 初めに、5番竹内賢議員の質問を許します。5番竹内賢議員。 

    【5番（竹内賢君）登壇】 

●15番（竹内賢君） おはようございます。 

 2 項目にわたって質問をさせていただきます。 

 最初は、学校生活支援サポーター事業についてであります。この事業の大切さについては私も理

解をしますし、にかほ市が充実をさせようということで人数的にも配置を一生懸命やってきたとい

うことも理解をします。そういうことを念頭に、支援を受ける子供たち、そして支援をする人、あ

るいは学校現場がよりよい環境になることを願って質問することを最初に申し上げたいと思いま



- 25 - 

す。 

 この事業とフェライト子ども科学館の施設管理と案内業務 10 人については、ことし 5 月から労

働者派遣法に基づいた事業になりました。労働者派遣法については、労働者の派遣切りなどさまざ

まな問題が発生し、現在、国会で改正について論議をされております。 

 私は 3月定例会においての質疑と教育民生予算小委員長を通して質問を行ってきた経過がありま

す。また、教育委員会に資料を求め、数回の聞き取り調査も行ってきました。以上の中で明らかに

なった点を要約すると、1、行政改革の中で職員を削減しなければならない状況にあり、民間でで

きることは民間に。2、勤務時間、日数、賃金、保険などは変わらない条件で民間会社の社員とし

て引き続いて生活サポート業務を行っていく。3、臨時職員では地方公務員法に抵触する疑いがあ

るため、一年で交代することになる。民間の会社に委託し、社員になることによって、子供たちに

継続的にサポートすることができる。4、新規採用は教育委員会で選考をする。特殊な部門なので

教育委員会として委託会社の要請に基づいて面接に立ち会い、質問等も行う。これまでと同じよう

に教育委員会として関与していくことになる。5、支払い業務管理費は賃金に対して 7％となる。

教育委員会の業務がそれだけ減少することになる。6、派遣会社の都合で解雇されることはない。

7、今後、教育委員会部局の臨時職員についても地方公務員法に抵触しない方法を考えていくとい

うことでした。以上の経過を踏まえて質問をいたします。 

 1 点目、にかほ市でこれまで地方公務員法第 22 条第 5 項を適用し、市の業務に必要として各部

局ごとに恒常的に臨時職員として雇用されてきた人数（緊急雇用対策やきめ細かな事業の臨時職員

としての雇用されている職員を除き）と賃金総額、それぞれの部局の最長の継続年数について一覧

表で説明を求めます。一覧表が配付をされております。 

 2 点目、締結された労働者派遣基本契約書では、「派遣労働者」と「派遣スタッフ」の二つの語

句が使用されていますが、その使い分けについてどのようになっているのか。さらに、派遣労働者

就業規則、派遣先の苦情処理管理規定、雇用条件契約書兼就業条件明示書（派遣会社と派遣労働者

との間でのもの）、三六協定書等が契約書の内容に沿って完成されて提示されているのか伺いま

す。 

 3 点目、この事業が次世代育成支援行動計画後期計画の素案にも成案にも提起されていない理由

と経過について伺います。 

 大きな二つ目です。放課後児童健全育成事業（学童保育）と子供たちの育つ環境づくりについ

て、問題を絞って質問をいたします。 

 次世代育成支援行動計画後期計画では、放課後こども教室と学童保育クラブとの連携を強め、放

課後の居場所づくりを全小学校で推進するとして、5 ヵ所 120 人から 7 ヵ所 150 人の目標を立てて

います。放課後こども教室については、3ヵ所から 7ヵ所の目標となっています。 

 教育委員会に関する事務の点検、評価報告書では、放課後こども教室について平成 21 年度で廃

止の予定のため、新しい事業に移行しながら放課後児童クラブとの共通部分は一体的に取り組んで

いき、地域の方々の参画を得ながら事業展開を図るとなっています。さらに、学童保育との連携に

ついては、事業のねらいが多少違うので、それぞれの目的にしたがって展開していきたい。また、
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その中で評価委員の意見、総評として、放課後こども教室事業は放課後の変化に対応するための事

業として成果を上げてきたが、放課後児童クラブや学童保育等との連携も視野に入れた検討を加

え、一層の充実を図っていただきたいと書いてあります。3 月定例会での市長の回答も参考にして

質問をいたします。 

 1 点目、次世代育成支援行動計画をつくるに当たってのアンケートでは、一番多かった屋内で安

心して遊べる場所がほしいという声に、市長は既存の公共施設を利用し、こども教室や学童保育、

社会教育事業を充実させて、遊びや学びの場を提供していくと答弁されています。そこで伺いま

す。市内の小・中学校ごとの空き教室の状況について一覧表を出して説明してくださいと言いまし

たが、一覧表が出されていますが、ちょっとびっくりしている内容にあります。 

 2 点目です。学童保育の現状、学童保育クラブとの登録者数、利用者数、施設の面積、指導員の

数と比較、研修実績、保育内容、抱えている課題等について伺います。 

 3 点目、学童保育の現場と学校、保護者との情報共有、連携が具体的にどのようになされている

のか伺います。 

 4 点目は、ちょっと小さい問題ですが、教育委員会に関する事務の点検、評価報告書に引用され

ている放課後児童クラブとはどのような事業で、予算措置はどのようになっているのか伺います。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、はい、市長。 

    【市長（横山忠長君）登壇】 

●市長（横山忠長君） おはようございます。きょうからの一般質問、よろしくお願いをいたしま

す。 

 それでは、竹内議員の御質問にお答えをしたいと思います。 

 私からは、学童保育の現状についてをお答えいたしまして、他の質問については、それぞれの担

当部長等がお答えいたしますので、よろしくお願いをいたします。 

 にかほ市には御承知のように、現在、平沢小学校の児童を対象として、仁賀保幼稚園内の夢ハウ

スで実施している仁賀保学童保育クラブと院内小学校及び小出小学校の児童を対象として、旧院内

駐在所で実施をしております院内学童保育クラブがございます。また、金浦小学校の児童を対象と

して、金浦勤労青少年ホームで実施をしております学童保育たんぽぽサークルと象潟小学校及び上

浜小学校の児童を対象として象潟保健センターで実施している学童保育のびやかサークルがござい

ます。そして、上郷小学校の児童を対象として、星城保育園内で実施している学童保育星城クラブ

の 5ヵ所で実施をしております。市政報告でも申し上げましたが、小出小学校の児童を対象とした

学童保育クラブについては、ＰＴＡ連合会や地域からの要望等を踏まえて 7月から小出保育園内で

実施したいと考えております。このため、次世代育成支援行動計画の後期計画にも掲げております

ように、現在の 5 ヵ所から 7 ヵ所とする計画は、平成 22 年度で 6 ヵ所となり、残り 1 ヵ所は上浜

小学校の児童を対象とした学童保育クラブとなります。今後は、実施場所等の検討を行いながら、

できれば来年度中にはすべての学区に学童保育クラブを設置したいと考えております。 

 お尋ねの利用者数や施設の専用面積、指導員の数などについては、担当の部長がお答えをいたし

ます。 
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 次に、学童保育の現場と学校、保護者との情報共有と連携についてでございますが、学童保育ク

ラブには学校のようにＰＴＡなどの組織がございませんので、定期的な紙面による連絡などが中心

となっております。ただし、特に連絡等が必要な学童の親御さんには直接電話で連絡するなどで対

応しているのが現状でございます。 

 以上でございますが、前段で申し上げましたように、他の質問についてはそれぞれの担当部長等

がお答えをいたします。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、教育長。 

    【教育長（渡辺徹君）登壇】 

●教育長（渡辺徹君） おはようございます。それでは、竹内議員の学校生活サポート事業の御質

問、二つ目についてお答えいたします。 

 まず、労働者派遣基本契約書の「派遣労働者」と「派遣スタッフ」の語句の使い分けについてで

ありますけれども、「派遣労働者」については法的な文言であります。派遣法等に基づいて公的に

定められている部分に使われるということであります。また、「派遣スタッフ」については、文章

表現でわかりやすい文言として使われていると。ＴＤＫ親和との、いわゆる元会社との契約にかか

わる内容等に使っているというようなことでございます。同じ意味でございます。 

 この契約書の内容、文言については、労働基準監督署から了解をもらっております。 

 次に、三六協定等が契約書の内容に沿って完成されて提示されているのかについてであります

が、雇用条件契約書兼就業条件明示書については、派遣元ＴＤＫ親和株式会社が作成し、派遣労働

者と契約するものであります。また、それに関連する派遣労働者就業規則及び苦情処理管理規定等

については、労働局の審査を受けて作成され、雇用条件契約書兼就業条件明示書にも明記し、派遣

労働者個人個人にＴＤＫ親和株式会社が説明しております。このことについては、派遣労働者と雇

用主のＴＤＫ親和株式会社の間での契約でありまして、労働者派遣基本契約書の内容に沿って取り

交わされていると私どもは認識してございます。 

 次に、市内の小・中学校ごとの空き教室の状況でございます。「空き教室」という言葉は今使っ

ておりませんので、「余裕教室」という言葉に読みかえていただきたいと思います。この余裕教室

の状況についてお答えいたします。 

 各学校からの聞き取りによりますと、小・中学校 10 校の中で余裕教室は 5 校に各 1 教室ずつあ

りますけれども、授業を少人数学習の教室に分けて行ったり、あるいはコース別学習の教室として

使用したりしておりまして、常時空いている教室にはなっておりません。また、平沢小学校につい

ては変則的なオープンスペースのつくりになっております。これは廊下も教室の一部として学習に

使うことでありまして、これが 5ヵ所あり、これも学校の授業の中で常時使用されております。 

 これらの教室は、放課後における使用状況も児童会とか生徒会活動や、あるいは各種委員会活動

の準備作業などで頻繁に使われている状況にございます。各校の余裕教室の一覧は資料として配付

いたしましたので、御覧いただきたいと思います。 

 次に、教育委員会に関する事務点検、評価報告書に引用されている放課後児童クラブとはどのよ

うな事業で、予算措置はどうかということでございます。最初に、社会教育課で実施しております
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文部科学省の補助事業であります放課後こども教室事業と厚生労働省の補助事業であります放課後

児童健全育成事業との内容について、簡単に説明してから御質問にお答えいたします。 

 文部科学省の放課後こども教室事業は、放課後や週末等に子供たちの安全・安心な居場所を設

け、地域の方々の協力を得て、子供たちとともにスポーツや文化活動、地域住民との交流活動等の

取り組みを実施する事業であります。市内では小学校を対象に行っておりまして、小学生を対象で

仁賀保公民館ではキッズユートリック、金浦公民館では浜っ子クラブ、象潟公民館ではゆうゆうク

ラブという名称で各公民館で実施してございます。 

 一方、厚生労働省の放課後児童健全育成事業は、保護者が仕事等により子供の帰宅後の世話ので

きない家庭のため、小学校に就学しているおおむね 10 歳未満の児童に対し、授業の終了後に遊び

場や生活の場を与える事業であります。市では子育て支援長寿課で実施しております。 

 また、その厚生労働省の放課後児童健全育成事業の一環として行われている放課後児童クラブ、

これは通称「学童保育」と呼ばれておりますが、市の事業名は「学童保育クラブ」であります。つ

まり、放課後児童クラブ、学童保育、学童保育クラブ、これらはすべて同一事業の別名でございま

す。したがいまして、教育委員会で行っております事務事業評価表の放課後こども教室事業の中で

学童保育と放課後児童クラブが、あたかも別事業のように書かれていますが、これは間違いであり

まして、市の子育て長寿支援課の事業名である「学童保育クラブ」に一本化して訂正してお詫びし

たいと思います。 

 なお、放課後こども教室事業を実施するときに学童保育クラブの子供たちの参加が可能であれ

ば、連携しながら進めていきたいと、そういうふうに考えてございます。以上でございます。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、総務部長。 

●総務部長（齋藤隆一君） 臨時職員の各部局ごとの人数、賃金総額、最長継続年数についての御

質問にお答えいたします。 

 平成 22 年度に雇用した市の臨時職員は、緊急雇用事業やきめ細かな事業で雇用された者を除き

ますと、配付いたしました部局別臨時職員一覧表のとおりでございます。市長部局が 76 人で賃金

総額が 8,767 万円、議会と選管がそれぞれ 1 人ずつの 138 万円、教育委員会部局が 55 人の 6,816

万円となっており、この中で最も長い継続年数は旧町時代からも含めまして、市長部局で 19 年、

教育委員会部局で 15 年となっています。この状態は竹内議員が引用されました地方公務員法第 22

条第 5 項の規定にあります 6 ヵ月を超えない期間で臨時的任用を行うことができる。その任用を 6

ヵ月を超えない期間で更新することができるが、再度更新することはできない、こういう条文に抵

触する疑いがあるわけでございますが、合併前の旧町では任期の更新というのは引き続く任用をい

うのであって、雇用が中断した後、改めて任用するのは更新ではないと解釈されまして、同一人の

長期継続任用につながってきたものでございます。多くの自治体でこの解釈が一般的に採用されて

きたのも事実でございます。しかしながら、最近の解釈では短い期間の中断で同一人を任用するこ

とは、この法律、この条文の趣旨に反していて、脱法行為となる場合があるとされております。ま

た、ワークシェアリングという観点からも同一人が長期間にわたって臨時職員として仕事を得てい

ることに対する批判もまた大きいものがございます。合併後のにかほ市では、旧町の態勢をそのま
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ま引き継いだことや臨時職員とはいいましても常雇のような形態になっておりまして、雇用契約の

解消は即臨時職員たちの生活と雇用問題にかかわってくるなどの問題がありまして、現時点にあっ

ても一覧表にあるような状態となっているところでございます。 

 今後の市の対応といたしましては、職員の生活と雇用を維持できるような状態でアウトソーシン

グを進めることとしております。例えば、一覧表にありますごみ焼却施設運転管理の 5名について

は、10 月から民間会社へ移行することが決まっておりますし、産業建設部所管の造林作業員、施

設公園管理作業員、道路維持補修作業員につきましても平成 23 年度からの移行に向けた協議が進

められているところでございます。一刻も早く地方公務員法に抵触しないような雇用形態にしたい

と考えているところでございますので、御理解をお願いいたします。以上でございます。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、市民福祉部長。 

●市民福祉部長（木内利雄君） 竹内議員の大きな 1点目の学校生活支援サポーター事業について

の 3番目の御質問にお答えをいたします。 

 にかほ市次世代育成支援行動計画後期計画の策定に当たっては、子供の視点、次代の親づくりと

いう視点、すべての子供と家庭への支援の視点などさまざまな視点に立って、市役所内に設置いた

しました検討部会、これは子育てに関係する担当課となりますが、これと市民の代表による次世代

育成支援対策協議会におきまして、さまざまな協議を重ねていただき、素案を作成したものでござ

います。学校生活支援サポーター事業につきましては、次世代育成支援対策協議会の会長さんが元

教諭の方であったために、にかほ市の現状をよく把握されておりまして、他の市町村にもましてこ

れまでにかほ市が取り組んでおられることから、これ以上の子育て支援としての取り組みをわざわ

ざ計画に掲げなくてもよいのではないかとの御意見が出されてございます。委員がこの御意見に賛

同されたために、素案には提起されておらない状況となっておりますが、にかほ市としては引き続

き学校生活支援サポーター事業の充実強化に努めてまいりますので、御理解を賜りたいと考えてお

ります。 

 次に、大きな 2点目の御質問の市長からお答えありました学童保育の現状に関する部分の利用者

数などについてのお答えになりますが、これについては皆さんのお手元に別紙の概要表を差し上げ

ておりますので、そちらのほうを御覧願いたいと思います。 

 初めに、仁賀保学童保育クラブにつきましてですが、利用者数は上から三つ目になりますが 37

人となっております。それから専用の面積は 67平方メートル、指導員の数は 11人というふうにな

っております。それから、院内学童保育クラブ、これにつきましては利用者数が 34 人、専用の面

積が 55平方メートル、それから指導員の数が 12人というふうになっております。金浦のたんぽぽ

サークル、これにつきましては利用者数が 27 人、専用面積が 52 平方メートル、指導員の数が 4

人、象潟ののびやかサークルにつきましては利用者数が 36人、専用面積が 56平方メートル、指導

員の数が 3 人、それから学童保育星城クラブにつきましては利用者数が 6 人、専用面積が 33 平方

メートル、指導員の数が 2人というふうになっておりますが、この7月から実施予定の小出学童保

育クラブにつきましては 6 人の利用者数の予定となっております。専用面積は 44 平方メートル、

指導員の数は 2名というふうになっております。 
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 また、研修と保育の内容につきまして、一番下にこめじるしで書いておりますが、研修の実績に

つきましては年に一、二回、県が主催する研修会に参加して実施しておるところでございます。 

 それから、保育の内容の現状でございますが、すべての学童保育クラブが一定ではございません

が、出席確認、宿題ひとり勉強、自由遊び、読書、読み聞かせ、ビデオ鑑賞など、これらを行って

おる内容となっております。 

 次に、三つ目の御質問についてお答えしたいと思います。学童保育クラブの現場と学校、保護者

との情報の共有と連携については、学童保育クラブには学校のようなＰＴＡなどの組織もございま

せんので、定期的な紙面などによる連絡が中心となっております。このため、スムーズな運営がで

きるように保育の現場と学校、保護者、また、送迎者との情報の共有と連携を図るために、週の予

定や学校行事予定の確認と連絡の徹底、児童の欠席、早退の際の確実な連絡、移動時刻までの学校

での待ち時間の指導、児童の移動における支援について特に配慮していただいております。また、

特に連絡等が必要な学童の親御さんたちには、直接電話で連絡するなどして対応している状況とな

っております。以上であります。 

●議長（佐藤文昭君） 5番竹内賢議員。 

●5 番（竹内賢君） 最初に議長にお願いしますが、市長の答弁と今の市民福祉部長の答弁が重複

していますので、時間がもったいないので、その点については注意をお願いしたいと思います。 

 何点か伺います。一つ目はですね、学校生活支援サポーター事業についての労働者派遣基本契約

書があります。この内容を見ますと、第 3条の派遣労働者の特定を目的とする行為制限ということ

で、甲、いわゆるにかほ市は、派遣労働者を特定することを目的とする行為をしてはならない。

乙、ＴＤＫ親和株式会社は、これらの行為に協力してはならないとあります。しかし、聞き取り調

査や教育委員会の当事者や、あるいは議会－議案質疑の際の答弁の中でも、新規採用に当た

っては教育委員会が選考する。特殊な部門なので、委託会社の要請に基づいて面接に立ち会い、質

問等も行う。これまでと同じように教育委員会として関与していくことになると言っております。

このことと、第 3条とは、これ相入れないものじゃないでしょうか。この点について伺います。 

 それから、地方公務員法第 22 条第 5 項、総務部長から答弁されたとおりだと思います。ただ、

ここには労働者の－労働者、臨時の職員のですね生活やそういうものがやはり大きく絡んで

くるわけです。そういうことを考えた場合に、一概にですね任用は－便法的に任用、再任用

というか、1 ヵ月とか 10 日とか 1 週間置いて再任用を繰り返ししたと。更新はできないけれども

ということでやってきたということは、これは国家公務の中でも、あるいは県職員の中でも、県の

中でも、全国的にいうといろいろな形でやられてきているわけですね。これは私たちが簡単にでき

る問題ではないと思いますけれども、一方においてですね、行財政改革だということで職員の減と

いうか削減をどんどんやっているわけです。一方、職場においては、この仕事は絶対やはり必要な

仕事ですよと。年間を通してずっと恒常的に必要ですよということになれば、やはり無理な職員の

削減というのは、これできないものではないかと。その辺をきちんと入れて、生活も保障しなけれ

ばならないし、簡単に、はい一年終わりましたからあなたはやめてくださいということにはならな

いだろうと、そういうことで便法的に－便法的にと言えば探したのがもしかすると今回の派
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遣契約の関係だと、善意に考えればそういうふうにしてなるわけですけれども、その場合に本当に

ですね雇い止めとかそういうものがきちんと保障されていくのか、この保障についてできるのか。

この中にこう書いてあるわけですよ。第 21 条では有効期間として、平成 22 年 5 月 1 日から平成

23 年 3 月 31 日までとなっており、契約終了 1 ヵ月前までに終了の意思表示がなければ引き続き一

年間有効とあり、その後も同様となっていきます。労働者派遣個別契約では、派遣期間としてこれ

も平成 23 年 3 月 31 日となっております。一方、労働者派遣法第 40 条 2 の第 3 項では、派遣先の

事業所、その他派遣就業の場所ごとの同一業務について、派遣元事業主から一年を超え 3年以内を

期間継続して労働者派遣の役務の提供を受けようとするときは、あらかじめ省令で定めるところに

より当該労働者の役務の提供を受けようとする期間を定めなければならないとあります。とする

と、同一校では最長 3 年となるのかどうか。1 年生から 6 年生までという教育委員会の聞き取りの

際は、同一の子供に対して同じ人が支援をしていくということは 6年間したいと。ですから 1年で

かわったりするのはうまくないので派遣契約することになったんだと、そういう話もあったんです

ね。この点について、どういう解釈をするのか伺いたいと思います。 

 それから、教育委員会の業務面が軽減されるという話です。今年度の予算を見ても去年の予算を

見ても、定数は教育委員会としては 14 人になっています。これは将来的にいうと、例えば一人ま

た削減になるのかとか、あるいは具体的にどういう業務面が軽減されるのか、231 万円ですか、

3,300 万円掛ける 7％、231 万円が業務料としてＴＤＫ親和にいくわけです。この関係と、どうい

う－何ていうか、見積りというか、仕事はこういうふうにして簡単になりますよと。ところ

が一方においては、教育委員会としてはいろんな形で関与をしていくというふうにして言っている

わけですね。例えば、非常勤の勤務状況の整理簿とかそういうのも全部見て、そして払っていくん

だと、こういう話までされているわけですから、どういう－どのくらい本当に軽減されるの

かですね、これを教育委員会としてはどういう見積りをしておりますか。 

 それから－まずここまでにします。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、教育長。 

●教育長（渡辺徹君） 今の御質問ですが、今回の転籍型のＴＤＫ親和に関する委託については 5

月に始まったばかりでありますし、これから今のその状況を踏まえながら一年かけて、じっくりそ

の我々が意図するものに近づくような形で修正を加えたり、あるいはつけ加えたりしながら進めて

いきたいと、そういうふうに考えております。以上です。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、市長。 

●市長（横山忠長君） 雇い止めというふうな話がありましたけれども、やはりこのサポート事業

についても、そういう子供さんが少なくなれば、これは当然サポートの人数も減っていくわけです

から、これはＴＤＫ親和のほうに委託もしなければしなくてもよいという形になります。これは直

接臨時職員で市が採用しようとも、これは同じ形態になるのではないかなと私は思います。 

 御承知のように、今、国も地方も大変厳しい財政状況にございます。こうした中で、これまで私

どもが経験したことのないほどの少子高齢化社会を迎えるわけでありますが、こうした社会の中で

は、ある意味子育て支援とか医療とか福祉とか、こういうものの行政需要はさらに私は拡大してい
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くんだろうと思います。ですから、そういう行政需要に対応していくためには、今、正職員を

－事務事業の見直しもありますけれども、正職員を削減するなど行政経費を縮減して、そう

した福祉政策、あるいは子育て支援、こうしたものの事業に充てていく以外にないと私は思ってお

ります。ことしの国の予算では一般会計 92 兆円ですけれども、赤字国債に大きく頼っての予算編

成です。これ、国の予算、こうした形は、平成 23 年度以降は恐らくできないだろうと思います。

そうなりますと、国は新たな財源を求める一方で公共事業の縮減、あるいは地方財政計画にも大き

く切り込んでくるのではないのかなと思います。御承知のように私どもは税収が少ないので三割自

治と言われておりますように、その 7割は国からの財政支援、あるいは事業をやるための借金で一

年間の予算を賄っているんですから、やはりここはこれからの行政需要に対応するためにも、民間

でできるものは民間に移行していくのがこれからの行政運営ではなかろうかなと、私はそのように

思います。 

 いずれにしましても今の第二次行財政改革では、今後 5 年間で 43 人の職員を削減する計画でご

ざいます。この 43 人の削減した職員数、トータルで類似団体と比較して大体同じぐらいなんで

す。類似団体と比較して。今のところ類似団体よりもにかほ市の職員は多いんです。ですから、こ

うした形を継続的に改革を進めて、その効果を上げて、それからこれから必要とするいろいろな市

民サービスに充てていきたい、こうでなければできないのではないかなと私はそう思います。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、総務部長。 

●総務部長（齋藤隆一君） 臨時職員のいわゆる雇い止めうんぬんの関係のことでございますが、

先ほどもお答えしましたように、あくまでもこの臨時職員の生活と雇用を維持できるような状態で

民間のほうへアウトソーシングするということが基本でございますので、御理解をいただきたいと

思います。 

●議長（佐藤文昭君） 5番竹内賢議員。 

●5 番（竹内賢君） 今、市長のお話の中でですね、該当する、支援を受ける子供たちが少なくな

る、あるいは卒業するということになれば、その人については、支援サポーターは、支援員は必要

なくなる、必要っていう言い方はおかしいんですけれどもなくなると。そうすると少なくなってい

くんだという話でした。これわかることはわかるんですけれども、そうするとさっき言ったです

ね、当の教育長はそういう細かいっていうことですが、基本的な－契約書の内容からいって

ですねはっきり言うと私は基本的なものだと思っているんですけども、そういうものについてはこ

れから研究をしていくんだと。ということは、前のですね議案質疑の際に、私はこの問題について

はどういう対処をしてきたんですかって言ったら、2 年ぐらいにわたってですね、確か研究をして

きたんだと、そういうお話でした。ところが今、私は今の教育長の話も聞いてですね、それから教

育委員会に聞き取りや調査を何回か行った話を聞いて、見た感じですが、準備をしてきた割には調

査研究が非常に少ないです。そういう中でですね、今回踏み切ったっていうことについては、やは

り行政としてはもう少しきちんとした調査研究をやって、今やりながら、走りながらやるんじゃな

くて、これは生活にもかかっていますし、子供たちの学校生活にもかかっているわけですよ。かな

り心の問題にもかかっている問題ですからね、あるいは学校現場の先生方の問題もあるわけです
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よ。したがってですね、きちんとした研究調査をやって、そしてやるべき仕事だったと思うんで

す。したがってですね、今の走りながら、5 月ですから、5 月ですからっていうふうにしてという

のは、これは話にならないんですよ。ですから、さっきの言った例えば事前面接とかに当たるんじ

ゃないかとか、あるいは年数が 3年以内とか、そういう法的な問題もクリアしているのかというこ

とで言っていますから、これはこれから研究するとか調査するとかということじゃなくて、それに

ついてはきちんと本当はやはり答弁をほしかった問題だと思うんです。さっきの市長の言った子供

が 6 年、あるいは中学校の場合ですね 1 年から 3 年、続けていくことになるわけです。ところが 3

年だとすればですよ、かわるとすると 3年ついてあとは別のほうに行かねばねっていうことになっ

てしまうんですよ。私の理解ですと。そのあたりについてもう一回、もしその点についてきちんと

判断できなければ、後ほどでもいいですから書面で労働基準監督署等の相談をしてですね、お願い

をしたいと思います。 

 それから－答弁ありますか。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、教育長。 

●教育長（渡辺徹君） 今のその御質問ですが、私どもの理解としては、その6年でも 9年でも継

続してやるっていう、採用できるという、そのことをこれまで研究してきたということでありま

す。ですから、私どもはそれをまずやるということで今月から始めたわけです。そして、学校現場

でその子供たちがその恩恵をこうむって、やはりその事業に対して、あるいは生活に対して、これ

が子供たちのために非常にプラスになると。その視点と、それから雇用するそのサポーターの人方

のその人たちが、どれだけいい条件で働けるか、その辺のところを中心にしてこれまで考えてきた

わけです。ただその中で具体的な細かいところまでは詰めてない部分はあったかもしれません。し

かし、基本的なそこの部分については変えない方針で今この事業を立ち上げて進めたわけです。以

上であります。 

●議長（佐藤文昭君） 5番竹内賢議員。 

●5 番（竹内賢君） 派遣法のですね 26 条第 7 項、これ事前面接とか、教育委員会が採用からず

っとかかわってですね、この人間を採用しますよと。そしてやるわけですね。こういうものに、い

わゆる 26条の 7項にはこれは抵触しないんですかというのがまず一つです。 

 それからもう一つは、40 条 2 の第 3 項、このいわゆる年数、これも研究して当局というか具体

的に基準監督署とかそういうところと話し合って、これも問題なしという、そういう研究結果のも

とでの内容ですか。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、教育長。 

●教育長（渡辺徹君） 今の話については、先ほどもお話したとおり、そういう不都合が出てきた

ようなことについては、ＴＤＫ親和とこれからさらに協議をして、そして私どもが求めるところに

沿って話を進めていきたいと、そういうふうに考えております。 

●議長（佐藤文昭君） 5番竹内賢議員。 

●5 番（竹内賢君） ちょっと私の聞く内容とは今の答弁、違うわけですけれども、じゃあ私の感

想だけ一つ言います。やっぱりこの事業をやるに当たっては、もう少し教育委員会としては、当局
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のほうもですけれども、きちんとした調査研究、そしてよりよい方向を出すためには、法律にもき

ちんと、法の解釈もきちんと受けてですね、そういうふうにしてやるべきだった仕事だと思いま

す。今、走り出してしまっているわけですけれども、これ生活の関係もあるし子供たちの関係もあ

りますけれども、教育長が今言ったこれからもっと研究しますよと、そういうことで、その内容に

ついて本当に大丈夫なのかですね、それが例えばこの法律をクリアできる内容でいくと。そして子

供たちにも支援員にも現場にもきちんとやる、対処できる内容ですと、そういうふうにしてもって

いく、そういう道筋というものをきちんと立てていくべきだと。もう走り出しているわけですけれ

ども、思いますから、その点について今これ以上の答弁というのはできないと思いますから

－。 

 それでは、二つ目の放課後児童健全育成事業についてです。先ほどの中でですね、ちょっと気に

かかった点は、学童保育クラブの概要の中で金浦たんぽぽサークル、あるいは院内学童保育クラ

ブ、それから仁賀保学童保育クラブ、象潟のびやかサークル、いわゆる学童の専用面積について、

1.8 とか 1.62 とか 1.93 とか 1.56、こういう内容についてまず一つはどのように考えますか。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、市民福祉部長。 

●市民福祉部長（木内利雄君） お答えいたします。学童保育クラブの設置につきましては、市の

ほうから委託をしてお願いをしておる現状にございますが、実際に学童をお預かりしてやっている

学校につきましては、その利用者数の人数に応じた専用面積を確保した上での実施にしたいという

ことで契約をしておりますので、若干少ない学校もありますけれども、市としてはこれで足りてい

るものと考えております。 

●議長（佐藤文昭君） 5番竹内賢議員。 

●5 番（竹内賢君） 考えてみてですね、あの動きの激しい子供たちとかが 1.56 とか 1.62 のこう

いう小さいところにですね入って、十分な何ていうか生活っていうか、そういうものができるとお

考えですか。この内容では、みんなほとんど、あの部屋での活動になっているわけですね。宿題、

ひとり勉強、自由遊び、読書、読み聞かせ、ビデオ鑑賞とか。外に連れて行って遊ばせるとか、あ

るいはそういうこともやっているとすれば、またそういう内容をちょっとお聞かせ願いたいし、こ

の内容そのもの－1 人当たりこれしかないわけですよ。これでいいのかどうかということも一

つあるんです。これは最初に言った各市内小・中学校の余裕教室ですか、例えば象潟小学校の場合

は、前は 4 学級 3 以上のときの学校ですね、クラスが、それが今 2 学級全部なって 12 学級しかな

いと。確かにオープンスペースとかそういうふうにして、もっと別の形での授業内容とかそういう

ふうにしてはわかるわけですけれども、余裕教室、余裕教室というのは絶対なくなっていくという

ことはないわけですね。例えば対象人員の小学校では、この間も載ってましたけれども、児童室で

すか、児童室ができて子供たちがその中で行動できると、活動できると、そういう話も出ているわ

けですよ。したがって、余裕教室ができた場合は、例えば学校の校舎の中での警備の面とか管理の

面、それはわかります。トイレの問題とかあります。しかしながら、将来的には私はやっぱり今の

学童クラブの、学童保育の面積の関係もあるから、学校での余裕教室を利用してですね、そして学

校管理、そういうものをきちんとやっていくと。そういうことでの話し合いにもっていけるような
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ことが例えば次世代の問題、育成の問題にしても、当然考えられてしかるべきじゃないですか。そ

の辺について教育委員会、あるいは市、やる気があるのかどうかですね。 

 それからもう一つ、さっきちょっと、こういう話っていうのはおかしい、育成支援計画立てたと

きの会長が元教員であって十分わかっているからと、載せなくともいいというの、そういう話って

いうのは私はないと思うんですよ。当然ですね、これはだれのための行動計画であって、だれのあ

れですか、市民も全部見るわけですよ。会長一人が覚えた、あるいは支援計画を立てた委員会が覚

えているからっていうことだけでは成り立たないと思うんですが、その点について伺います。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、市民福祉部長。 

●市民福祉部長（木内利雄君） 初めに、後のほうの質問からお答えしたいと思いますが、会長さ

んはあくまでも教諭をなされて退職された方ですけれども、にかほ市のこの現状を非常によく把握

されておる方でございました。秋田県内でおいてもにかほ市は他に先駆けて実施されていると。こ

れ以上のものは要求できないんじゃないかというようなお話でございまして、わざわざそれ自体

を、100％以上やっているような状況のものをわざわざ計画に上げるのは何かおかしいのではない

かというようなことで、引き続き実施していただくことを市のほうにお願いすることで計画には出

さないということの御意見でございましたので、御理解をお願いしたいと思います。 

 それから、専用の面積についてでございますが、保育の内容の一番下に掲げておりますように、

宿題、ひとり勉強、自由－遊びといっても跳ね回るような遊びではございません。読書、読

み聞かせ、ビデオ鑑賞、これらを行っているものでございまして、運動するような体育館のような

大きなところで遊ぶようなものではございませんので、1 人当たり 1 メーターあれば十分、机一つ

ぐらいあれば十分かと考えておりますけれども、学校－保育園ですので、学校で学童保育ク

ラブをできれば最高なんですけれども、保育園で現在のところ実施しておりますので、どうしても

専用の面積がそのようになっておる状況になっております。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、教育長。 

●教育長（渡辺徹君） 先ほどの余裕教室の件ですが、何ぼでも教室余ってきているんでないかと

いう、そういう発想では今ないんです。授業形態が変わってきているんです。かつては 40 人の子

供を一つの教室に集めて、そして授業をやっていたんですが、今は少人数学習指導というのが主流

になっていまして 40 人を三つや四つの教室に少人数にして、そして先生方がいわゆる個別的に一

人一人にきめ細かく対応しようという、そういう学習形態になっているんです。したがって、かつ

てのように 12学級あったのが今 10学級になったから二つ空いたという、そういう教室の空き教室

にはなっていないということが実情であります。 

 それから、先ほどの生活サポートの件でちょっとつけ加えますが、先ほどいろいろお話ありまし

たが、私どもは今回のその生活サポート員の採用についても、条件についても、これまでの 3月議

会までに話してきたことをそのとおりやってきてございます。ただ、それと契約書の文言が、それ

がちょっとすれ違いがあったと、その辺のところは私どもはこれから修正していきたい、そういう

ふうに考えております。 

●議長（佐藤文昭君） 子育て長寿支援課長。 
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●子育て長寿支援課長（齋藤美枝子君） お答えします。この専用スペースにつきましては、あく

までもこの下のほうに書いてあるような座っての内容で、本人 1 人当たりは 1.65 平方メートルと

いうことになっています。割り込んでいけばこの規定に該当するぐらいで、手狭にはなっています

けれども、ちょうどいいくらいの専用スペースになっております。こういう状態ですので、そのほ

かにどのクラブも広い体育館を借りたり、それから保育園の園舎のほうの広いところを借りたりと

いうことで活動の場面ではそういうところを利用しております。以上です。 

●議長（佐藤文昭君） 5番竹内賢議員。 

●5 番（竹内賢君） 私は、やることと、それから法的に 40 条とか、あるいは 22 条ですか、こう

いうこと－21 条ですか、こういうことと全然抵触しませんよと、大丈夫ですよと、そういう

ふうにして見ていますか、それ 1点だけ伺います。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、教育長。 

●教育長（渡辺徹君） 私どもは今そういうふうに、確かに今までやってきたことをそのとおりに

やろうとしております。そのためにその法律的なものがもし引っかかるならば、それはそこでもっ

て多少の修正は加えますが、しかし基本的にはその法律をクリアしながらやっていきたいと、そう

いうように考えております。 

    【5番（竹内賢君）「終わります」と呼ぶ】 

●議長（佐藤文昭君） これで 5番竹内賢議員の一般質問を終わります。 

 10 分間、所用のため休憩します。 

 

午前 11時 01 分 休 憩 

────────────────────────────── 

午前 11時 11 分 再 開 

 

●議長（佐藤文昭君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 次に、13番市川雄次議員の一般質問を許します。13番市川雄次議員。 

    【13 番（市川雄次君）登壇】 

●13 番（市川雄次君） それでは、通告書に従いまして一般質問を大きく 2 点させていただきま

す。 

 まず 1 点目ですけれども、家族介護者の支援についてということです。平成 12 年 4 月から始ま

った介護保険制度、早いもので運用開始からことしで 10 年目を迎えております。御存じのとお

り、この介護保険制度は、それまでの介護のあり方を家族中心のものから社会全体で取り組むとう

いう制度に変えるものであり、いつでも、どこでも、だれでも利用できる介護支援の整備を目的に

構築されてきました。しかしながら、著しい高齢化の進行に伴い、介護全般に係る負担が今後もふ

え続け、社会全般における介護経費は増加の一途をたどることは避けられない状況にあります。 

 これまでも見聞して感じられていたことではありますけれども、確かに介護保険制度により多面

的な介護サービスが整備され、ひと昔前のような一から十まで家族が介護負担をしなければならな
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い、そういう状況は劇的に緩和されてきましたけれども、それでもなお介護に係る諸負担を家族が

補完しなければならず、特に介護経費の家族負担額が増加し、そのことに家族は悲鳴を上げている

ことも事実です。つまり、介護保険制度では、高齢者の扶養に係る現金給付はほとんど年金で賄わ

れているという前提で制度設計をされたわけですけれども、実際の介護に係る経済的負担について

は年金所得の低い人ほど、結局のところ家族の扶養になっているのが実態であります。 

 にかほ市においてもこの問題は実態として存在していながら、今までのところ大きく顕在化する

ことはありませんでしたけれども、昨今の経済状況の悪化や家族介護者そのものの高齢化という現

実が確実に介護する側の家族をむしばみ、そのことが表面化し始めてきていることも事実です。 

 このような潜在化してしまっている家族介護のジレンマを社会的レベルでどのように取り組んで

いくかが今後の介護保険制度のもとでの課題であると私は考えております。ただ、現在の介護保険

制度は、あくまでも本人支援を原則としております。したがって、家族介護者の意向に基づいた支

援をするという仕組みが備わっていません。また、制度設計をするのは、現場運用をする市町村レ

ベルではなく、国レベルであるというゆがんだ環境にあることも事実です。だからといっても手を

こまねいているわけにはいかないと思います。家族介護者を支援するための新たな制度設計が必要

な時期に入っていることに間違いはないわけであり、実際の運用の中でどのように家族介護者の苦

悩を把握し、その緩和と解決のために取り組んでいくかが今後ますます求められていくと思います

が、当局の見解をお伺いしたいと思います。 

 続いて 2点目です。病児・病後児保育の現状についてです。 

 保育環境の充実が両親にとって仕事をしながら安心して子育てをするために必要であるというこ

とは言うまでもありません。子供を預けて仕事を始めても、保育園児などは集団生活を余儀なくさ

れている子供が病気にかかって熱を出したり、嘔吐をしたりということをとめることができませ

ん。さきの一般質問でも述べましたように、老人介護が介護保険の導入により個人が対応するもの

から社会が対応することに変わったように、病気になってしまった子供も親が見るべきものから地

域社会が一体となって支えていくものに変わっていかなければならないということの認識は再確認

すべきものと思います。 

 およそ 16 年前から国も都道府県、市町村に働きかけ、乳幼児健康支援一時預かり事業を行うよ

うに要請し、平成 15 年からは各自治体に対し、次世代育成支援計画作成を義務化し、少子化対策

の一環として病児・病後児保育への取り組みを求めております。ちなみに乳幼児健康支援一時預か

り事業、通称が「病児・病後児保育事業」ですけれども、病気回復期にあり、医療機関による入

院、治療の必要はないけれども安静の確保に配する必要がある集団保育が困難な保育所に通所して

いる児童で、かつ保護者の勤務の都合、傷病、事故、出産、冠婚葬祭など社会的にやむを得ない事

由により家庭で育児を行うことが困難な児童が対象になり、病院や診療所が行う場合には病後児の

ほかに病児も含めて差し支えないと。保育園児以外でも対象にしてよいといった定義がなされてお

ります。 

 にかほ市でも平成 17 年に次世代育成支援行動計画、10 年間の計画が策定され、ことしからは後

期 5ヵ年計画に入っており、先ほどその計画書が配付されておりますが、そしてこの計画内に平成
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21 年度までに病児、特に病後児保育として施設型及び派遣型事業所を 2 ヵ所設置するとしていま

した。実際のところ昨年度、平成 21 年度の時点で計画が実現できていない状況にあるように思い

ます。もちろんこの事業の実施には一時保育や休日保育などよりもクリアしなければならない困難

さがあることは認識しております。ただ、この事業を待ち望む人がいるからこそ事業計画としてう

たい、事業の実現に努力してきたわけですから、できませんでしたというわけにはいかないはずで

あります。まずは病児、時に病後児保育事業の現状と課題、今後の取り組みについて当局の考え方

をお伺いしたいと思います。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、市長。 

    【市長（横山忠長君）登壇】 

●市長（横山忠長君） それでは、市川議員の御質問にお答えをいたします。 

 初めに、家族介護者の支援についてでございます。実際に介護を受けられている方の経済的な負

担については、要支援、要介護の状態に応じて介護保険から支給限度基準額内の範囲で負担がなさ

れ、本人の負担額は 1割となっております。しかしながら、御指摘のように年金所得の低い方は家

族の扶養とならざるを得ない状況でございます。ましてやひとり世帯で所得の少ない場合には、本

当に大変だろうなというふうにして思います。市川議員もお考えのように、この問題は現場の市町

村レベルではなく、国レベルの問題であると思います。これは国の年金制度における基礎年金が国

民年金であり、国民年金を 40年間かけたとしても年間 79万円ほどの年金しかないというのが現状

でございます。こうした支給額が、給付が少ないところに一つの問題があるのではないかなと思い

ます。言いかえれば基礎年金だけの国民年金の方は生活保護基準よりも年金額が少ないということ

になります。例えていうならば、40 年間の年金を納めた方が生活保護を受給されている方よりも

支給額が低く、議員がお話のように年金所得の低い方はやむを得ず家族の扶養とならざるを得ない

現状でございます。介護保険制度は家庭で介護している家族に対する給付は現在のところ制度化は

されておりません。このため、にかほ市では市単独事業でこうした方々へ支援するために、少額で

はございますが家族介護援助金助成事業を実施しております。要介護 4または 5に認定された寝た

きりの高齢者等を自宅で 3 ヵ月以上介護している世帯に対しては、1 ヵ月のうち在宅で介護した日

数が 7日から 14 日までの場合は月額 5,000 円、15 日以上の場合には月額 1万円をそれぞれ 3ヵ月

分をまとめて支給し、家族介護者の方を少しでも支援したいとの思いでこの事業を実施していると

ころでございます。また、それ以外に在宅の要介護高齢者等と家族の支援として 1ヵ月のおむつ代

の 2分の 1を助成するおむつ代助成事業、医療機関への送迎を援助する外出支援サービス事業、在

宅で介護した日数により介護用消耗品の支給券を助成する家族介護用品の支給事業などを単独で実

施をしているところであります。 

 以上のようなことから、国において介護保険制度そのものを見直し、家族介護者の支援を図るこ

とも必要な時代になってきているのではないかなと思います。残念ながら国レベル、あるいは私ど

も地方レベルにおいても、この家族介護の支援については、私の知る限りにおいては一度も話され

たことはございません。当然ながらこれは県の市長会、あるいは東北、全国の市長会においても、

国に対する要望の中ではこうした取り扱いは今までされたことはないと記憶しております。そのよ
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うなことで、私としてもいろいろ勉強しながらですね、この形がどういう形の支援ができるのか、

県の市長会あたりでも意見交換をしてみたいもんだなと、こういうふうにして思います。 

 また、家族介護者の苦悩の把握と、その緩和と解決についての御質問でございますが、地域包括

支援センターや居宅介護支援事業所のケアマネージャーが家族の抱えている悩みや心理的な負担な

どについて常に相談を受けてアドバイスをしているところであります。また、家族介護教室なども

開催して、在宅介護者のさまざまな介護方法の習得や介護者同士の交流を図り、健康状態への相談

対応などにも努めている現状でございます。今後とも市民の皆さんのいろいろな声を聞きながら、

市としてどのような支援ができるのか、家族介護に対してどのような支援ができるのか、支援の内

容については市単独ですので限られておりますが、これからもいろいろ検討、勉強をしてみたいと

思っております。 

 次に、病児・病後児保育の現状と今後についてでございます。御承知のように病児・病後児保育

事業の体調不良児対応型の実施について、以前ある保育園で検討された経緯がございます。この体

調不良児対応型事業は、保育中に微熱を出すなど体調不良となった児童であって、保護者が迎えに

来るまでの間、緊急的な対応を必要とする児童を対象としております。しかし、補助要件としてこ

の事業を担当する場合、看護士等を 1名以上配置しなければならず、預かる体調不良児の数は看護

士等 1名につき 2名程度とされております。このため、補助事業としての検討はされましたが、残

念ながら実施するまでには至っておりません。 

 しかしながら、御指摘のように現実的にはこのような児童が出ておりますので、各保育園として

は速やかに親御さんに連絡を取り、なるべく早く保育園に迎えに来ていただいて、一刻も早くお医

者さんに診ていただくようお願いをしております。しかし、御家族の方がすぐに迎えに来られない

場合には、保育園で迎えに来るまで預かり、対応せざるを得ない状況となっていることから、今後

の課題としているところであります。 

 制度的には国の保育対策促進事業補助金として国・県・市町村が各 3分の 1の補助の病児・病後

児保育事業がございます。また、県単の病児・病後児保育事業の体調不良児対応型としては、県が

3 分の 1、市町村と事業主で 3 分の 2 を負担する制度もございますので、事業を担当する場合に看

護士等を 1名以上配置しなければならないという条件はありますが、これからも各保育園などから

引き続き設置に向けて検討をしていただきたいなと思います。補助事業に基づいて場所や人材を確

保する見通しを立てて、事業を希望する方があれば市としても設置に向けて積極的に支援をしてま

いりたいと思っております。 

●議長（佐藤文昭君） 13 番市川雄次議員。 

●13 番（市川雄次君） では、再質問をさせていただきます。今の市長の答弁の内容についてで

すけれども、まず家族介護者のほうからまず集中的にさせていただきますが、確かにこの問題、私

も先ほど言いましたように、市長の答弁にもありましたように、市町村レベルで取り組むには非常

に大きな問題であると。あまりにも国の壁が厚いと、介護保険制度、これは十分認識しておりま

す。ただ、私の一般質問のやり方もちょっと悪かったんですが、経済的負担の部分を特段テーマと

して挙げてしまったんで、そこの部分でちょっと大きく答弁をいただいた感じになっているんです
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が、要は家族介護者の悩みや負担等をどのように今後集約していくのかと。特に経済的負担との兼

ね合いなんですけれども、要するに扶養する子供も年金受給者になってきているんです。高齢化社

会が激しく進展して。ですので、高齢者を高齢者が扶養するという仕組みになってきてしまってい

て、要するに少ない年金で少ない年金で少ない年金ですべての扶養が行われているということ。た

だ、個有的な、経済的な内容について相談する窓口がない、あるいは相談をしたがらないという家

族がやはりいるわけです。なかなかそういう身内の恥だと、自分の恥だということで、それをなか

なかおもてに出してこない。じゃあそれを先ほど市長の答弁では包括支援センター及び各施設に配

置しているケアマネージャー等が相談窓口になっていると言いますが、ケアマネージャーの業務そ

のものは基本的には介護を必要とするお年よりの介護サービス、それについての相談業務が主であ

って、その家族の負担についての相談業務というのは、言葉悪く言えばついでであるという仕組み

になっているわけです。その部分についての点数化もなされていないということで、それによっ

て、じゃあケアマネージャーどのぐらい、そんなことしないのかといえば、相談されれば相談する

んですが、非常に激しい業務の中に今おります。非常に担当する高齢者の数が多くなって、とても

じゃないけれどもそこまで手が回らないという事実も存在しております。そのようなときに、やは

り今の仕組みのままでそういう家族介護者の悩み事を一括して相談できる窓口になり得ているかい

ないかというと、私はなり得ていないんじゃないかというふうに思うわけです。ですので、私がこ

こで言いたいのは、まず、相談窓口を今後ぜひ整備してもらいたいと。要するに今までの仕組みも

それはそれでいいんです。家族介護者の方で、そのケアマネージャーの人たちとかと話をしている

うちにそういう話をする人もおりますけれども、そうでない、まだなかなか担当ケアマネージャー

のいない家庭では、どこに相談に行っていいのか、例えばもう極論言えば、うちのおじいちゃんあ

たったと。組合病院に入院してる。組合病院に入院していてもすぐ治療行為なくなればすぐ出てい

ってくれと、こう言われていると。そのときの相談窓口がどこにあるのか。役所に電話する人はま

だいいほうです。できない人もおるということ。そういう方々の相談をどのように受けつけていく

のかということ、あるいは実際に介護が必要なお年より、家庭の目に見えない潜在的な、人に言え

ないような悩み事をどのように集約していくのか、そのためにどのように取り組んでいくのかとい

うのをもう少し具体的に答弁いただきたいと思います。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、市長。 

●市長（横山忠長君） この後、部長なり、あるいは課長から答弁させますが、基本的にはやはり

包括支援センター、ここでの相談窓口というふうにして考えております。ただ、問題なのは経済的

なものを相談されて、それが市として手当ができるかどうかということが一番やはり悩みだろうな

というふうにして思います。こういうことがどういう形でできるのかは、これからさっき申し上げ

ましたように研究する度合いもありますけれども、一番はやはり経済的なことを相談された場合、

公費では当然負担はできないわけですので、このあたりがですねどういう形で確立できるかはいろ

いろ勉強をさせていただきたいと思います。 

 その補足については、部長にお願いします。 

●議長（佐藤文昭君） 市民福祉部長。 
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●市民福祉部長（木内利雄君） 今、市長のほうからもお話がありましたけれども、相談窓口とし

ては地域包括支援センター、これが窓口となって今現在その悩み事、あるいはさまざまな相談をい

ただいているところでございますが、私自身もちょっと感じておるんですが、地域包括支援センタ

ーという名称ですね、これが非常に市民の方に浸透していないのではないかというふうな感じを受

けてございます。もっとこうわかり－どういうふうに直したらいいのかわかりませんけれど

も、地域包括支援センターそのものとして別の名称、例えば高齢者の支援、そういうふうな別なも

っとわかりやすい名称に直したほうが、もっと市民の方々から窓口としての利用が多くなるのでは

ないかというふうに思っておるところでございます。 

 悩み事につきましては、さまざまな介護だけに限らずいろいろな御相談がされておりますので、

相談に来た方については支援センターのほうで丁寧に御指導をしておるところでございますが、な

かなか窓口に来て、いらっしゃってくださらない方については、どうしても集落での説明とかいろ

んな機会を利用して、この地域包括支援センターのあり方についてお話させていただいておるとこ

ろでございますが、ケアマネージャーさんもおりますので、そういう方々からも、あるいは市の担

当職員の方々からも出前講座などを利用しながら、この窓口としての普及を図っておるところでご

ざいますので、御理解を賜りたいと思います。 

●議長（佐藤文昭君） 子育て長寿支援課長。 

●子育て長寿支援課長（齋藤美枝子君） 私のほうからもお話します。介護の認定を受けて介護サ

ービスを利用する場合には 1割負担という原則がありますけど、サービスの内容によっては一律の

1 割負担ではなくて、その収入の状況によって 4 段階の 1 割負担というところがあります。その面

で大分収入によってはいろいろ加減できる部分なのかなと思います。 

 また、そのほかにケアマネージャーは必ず在宅でいると担当していまして、1 ヵ月に 1 回以上は

そのお宅を訪問して、いろんな介護の相談、介護における場合の経済的な負担というところも相談

にのっております。その中で、このような介護サービスを受けるにはどれぐらいまでお金負担でき

ますかというところで、その相談にのりながら、その負担の度合いによって、じゃあこのようなサ

ービスがありますけど、こういうふうに組み合わせていけばこの負担もより少なく済みますよとい

う、そういう負担のことについての相談にものっております。 

 あと、ケアマネージャーはいろいろな相談を自分で抱えて悩んでいる方もやはり中にはいますけ

ど、そのケアマネージャーを指導すべく地域包括支援センターには主任ケアマネージャーというこ

とで指導に当たるケアマネージャーがいます。そこの中でいろいろな困難事例について相談にのっ

て日々やっています。こちらのほうでケアマネージャーの相談にのって、どのような内容なのかと

いうと、やはり介護に関することが多くて、去年ケアマネージャーとの間で記録されている件数だ

けでも介護関係は 198件いろいろ相談にのっていますということで記録されておりました。日々こ

のような活動をされているということです。以上です。 

●議長（佐藤文昭君） 13 番市川雄次議員。 

●13 番（市川雄次君） そうです。確かに地域包括支援センターを中心に高齢者の見守りが行わ

れているというのは理解しております。ただ、この家族介護者の不安というのは、介護者本人もそ
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うです。さることながら、介護を必要とする人もさることながら、家族の方の不安や悩み、これを

解消しないとやはり、言葉悪く言えば身体的虐待、あるいはネグレクトによる虐待、ここにつなが

っていき、最終的には自殺問題へと発展するということがやはり言われておるわけですし、ある

－可能性もあるわけです。今年度より、要するに今言われているように、ケアマネージャー

が担当している高齢者を持つ家庭はいいのです。何だかんだ言いながらケアマネージャーがそれを

把握して地域包括支援センターのほうに報告するという仕組みになっているから。ここで望んでい

るのは、今年度より始めた巡回事業です。これをどのぐらい活用していくのかということ、この巡

回事業を高齢者世帯を中心に行われていくのかと思いますが、もう少し幅を広げて、もう少し守備

範囲を広げてもいいのではないかなというような、どのように活用されていくのかというのはちょ

っと分からないので、これから進めていく段階において、この巡回事業というのは非常に活躍し得

る範囲が広いのではないかと思います。ですので、この事業に非常に期待をしているということも

含めての一般質問でございます。この点について、答弁あるかないかわからないですけれども、答

弁あるとすればお答えいただきたいと思います。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、市民福祉部長。 

●市民福祉部長（木内利雄君） 市長が公約されております高齢者見守り巡回事業でございます

が、平成 22 年度、今年度から一部スタートというような形でございまして、予算も計上いただい

ておるところでございますが、75 歳以上の高齢者、あるいはひとり暮らし、合わせてこれらの

方々を対象としておるわけでございますが、実際、民生児童委員の方々、あるいは地域における町

内会の方々からもさまざまな面で実際に非常にひとりでは暮らしていくのに大変な方については現

在も支援をしておるのが現状でありますが、それ以外の元気であってもやはりひとりで孤立してい

る方もおりますので、それらも含めてこの事業で助けてあげれればというふうな形で進めようとし

ております。それで、今年度はこの対象となる方々をできればリストアップして台帳整備をいたし

たいというふうに考えてございます。そのために社会福祉協議会のほうに委託しまして、地域を旧

3 町ありますので、この三つの地域をそれぞれ巡回しながら、町内会のほうに入りながら、民生児

童委員の方々の協力もいただきながら、なるべく多くの孤立している方々を把握できればというふ

うに考えてございます。その把握した上で、また平成 23 年度、さらなるこの事業の活用の方向性

を見出して支援していきたいというふうに考えておりますので、御理解賜りたいと思います。 

●議長（佐藤文昭君） 13 番市川雄次議員。 

●13 番（市川雄次君） 今の答弁で、まず、人に相談できる家庭はいいのです。できる人は。要

するにできない人をどのように相談まで導けるかということだと思いますので、今回の巡回事業に

ちょっと枠をはめるのではなくて、どのぐらい幅広く運用できるかということも御検討いただけれ

ばというふうに思います。 

 引き続いて 2番目の点についてお伺いしますが、市長の答弁で病後児保育については、計画はし

ていたけれども実際のところ不可能であると、できないでいるということの答弁です。後期 5ヵ年

の計画策定、先般配られたのも見ました。ただ、今後もやるために努力はしていくと、検討してい

くという内容にはなっておりますが、その原因というのは今の答弁で大体わかるんですが、もう少
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し具体的に、なぜこの病後児保育ができなかったのかと、今のところ実現しなかったのかというこ

とを担当のほうで具体的にもう少し詳しく、できなかった原因、当然計画の見直しを行っているわ

けですから、検証を行っているはずですので、その内容について御答弁をいただきたいと思いま

す。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、市民福祉部長。 

●市民福祉部長（木内利雄君） お答えいたします。できなかった原因というような形でございま

すが、市長からもお話ありましたように、補助事業としての要件、これが非常に厳しいものがござ

いました。どうしても経費の維持－全額市で負担できればいいわけですが、そういうことも

できませんので、どうしても補助事業を頼らざるを得ないという状況にある現状において実施でき

なかったものでございます。ただし、後期計画の－皆さんにお渡ししております次世代育成

支援行動計画の後期計画の中の 38 ページ・39 ページにも掲げておりますように、病児・病後児保

育事業につきましては、現状ではゼロになっておりますが、目標の平成 26 年度までには 1 ヵ所の

252、これを目標として掲げてございますので、市としては今後とも引き続き取り組んでまいると

いうことで御理解をいただきたいと思います。 

●議長（佐藤文昭君） 13 番市川雄次議員。 

●13 番（市川雄次君） 説明をまずお伺いすると、いわゆる施設型の病後児保育の実現を目指し

ていたように聞きます。その施設型については非常に厳しかったと。補助金の要件が厳しく、受け

入れ先が最終的には見つからなかったということです。ただ、計画の中には派遣型のほうについて

も検討を加えるということについての明記があるんですが、派遣型については検討されたのかどう

かがちょっと答弁の中に出てきてないので、この部分についてちょっと御答弁をいただきたいと思

います。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、市民福祉部長。 

●市民福祉部長（木内利雄君） 派遣型についての御質問でございますが、こちらにつきましても

協議はされたわけですが、今の段階では計画に上げるまでの検討がなされてございませんでしたの

で計画には載ってございませんが、引き続き派遣型も含めまして市では検討をしておるところでご

ざいますので、御理解をいただきたいと思います。 

●議長（佐藤文昭君） 13 番市川雄次議員。 

●13 番（市川雄次君） 確かに施設型にしろですね、病後児保育－特に病後児保育について

なんですが、補助金要件が厳しいと。補助金が運営費の半分程度であるということで、どう考えた

って間に合わない。病後児保育、インフルエンザに代表されるように、あの資料をいただきまし

た。いただいた資料に季節的なニーズというのがありまして、あんまり必要とされないときと、む

ちゃくちゃ需要があるときというように分かれていて、経営が安定しないということはあると思い

ます。その中で看護士1名を配置するというのは非常に厳しいという部分に施設型だと思います。

そうすれば、やはり私はもう少し民間団体によるサポートセンター的な、ファミリーサポートセン

ター的なところでの派遣型の一時預かり保育事業にもう少し重点を置いてもいいのではないかなと

いうふうに思います。施設型は今後も多分厳しいと思います。病院関係でやらないと、看護士がも
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う既に配置されているところでやらない限りは施設型は私は厳しいと思います。そうすると、派遣

型のほうにもう少し切りかえて柔軟に対応できるような方向で考えていったほうが実現は可能なの

ではないかと思いますが、実現可能な方向に向けての取り組みについてどのように考えておられる

か答弁をお伺いします。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、市民福祉部長。 

●市民福祉部長（木内利雄君） お答えいたします。派遣型のファミリーサポートセンター的なも

のでございますが、これについても 1ヵ所目標には掲げておるところでございますが、実際、目標

年次までにはにかほ市としてぜひ目標に掲げておる数字をクリアしたいというふうに思っておると

ころでございます。それまでの間、ここ一、二年は検討期間として関係機関と協議をさせていただ

きたいと考えております。以上であります。 

●議長（佐藤文昭君） 13 番市川雄次議員。 

●13 番（市川雄次君） 施設型、派遣型、二つあるわけですけれども、まずはいずれか一方を計

画年度に達する前にでも実現してもらいたいと思います。要するにニーズがあるわけです。職場で

も、例えば子供が病気になったと保育園から電話がかかってくると。迎え行かなきゃいけない。あ

んべ悪い。でも行かなきゃいけない。そういうことが実際起こっているわけです。そのときにやは

り受け入れてくれるところがあれば、女性のキャリアアップならずとも通常に働くということにお

いても、男性が協力すればいいんだろうというけどなかなか難しいと思います。そうしたときに、

社会で支える仕組みを、こうしたほうがいいですよというのがあるんですから、それを実現に向け

てもう少し汗をかいていただいてもいいのかなというふうに思います。大変難しい問題だとは思い

ますが、汗を一生懸命かいて頑張っていただきたいと思いまして一般質問を終わります。 

●議長（佐藤文昭君） これで 13番市川雄次議員の一般質問を終わります。 

 昼食のため、午後 1時まで休憩いたします。 

 

午前 11時 50 分 休 憩 

────────────────────────────── 

午後 0 時 59 分 再 開 

 

●議長（佐藤文昭君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 次に、6番伊藤知議員の一般質問を許します。6番伊藤知議員。 

    【6番（伊藤知君）登壇】 

●6 番（伊藤知君） それでは、一般質問通告書に従いまして、大きく 3 点について質問いたしま

す。 

 最初に、緊急情報メール発信システムの構築に関して質問いたします。現在、にかほ市において

全国瞬時警報システムＪ－ＡＬＥＲＴが整備されております。このシステムは、対処に時間的余裕

がない大規模な災害や弾道ミサイル攻撃等についての情報を、国から住民まで直接瞬時に伝達する

ことができるという点が当システムの最大の特徴であり、住民に早期の避難や予防措置などを即



- 45 - 

し、被害の軽減に貢献することが期待されており、導入により地方公共団体の危機管理能力が高ま

るとされております。しかし、課題として防災行政無線の特性上、聞き手が屋内にいる場合や豪雨

時、強風時などに情報が的確に伝達されない恐れがあるとされております。 

 そこで提案でございますが、当システムを有効に活用する方法として、緊急情報メール発信シス

テムの構築を提案いたします。現在、携帯電話の普及率はほぼ 100％に近い状況であると思われま

す。常に身につけていることが多い携帯電話のメール機能を利用し、Ｊ－ＡＬＥＲＴによる情報は

もちろんのこと、市内で発生し得る防災気象警報や地震発生時の被害情報、避難情報、復旧状況の

情報提供に、特に気象情報に関しては 5 月 27 日より地域ごとの警報等が各市町村単位で発表され

ます。Ｊｕｓｔ ｉｎ ｔｏｗｎ、ピンポイントで情報発信ができるシステムとなります。火災につ

いて、建物火災等の発生、鎮火、このことに関しては現在、消防本部のにかほ市災害情報に電話を

することにより情報を得られますが、その情報をメール化。防犯について、犯罪発生、不審者情

報、こども見守りメール、現在、生徒・児童が下校する際には父兄、または地域の方が見守り隊で

安全を確保しております。大変ありがたいことと思います。それにプラスして情報を流すことによ

り、一層の安全確保ができます。尋ね人について、行方不明者の捜索等、以上を市より発信し、市

民の安全・安心を確保することが重要と思われます。携帯電話のメール機能は災害時の有力な情報

伝達手段としても評価されています。当然のことながらシステム構築には費用が発生しますが、安

心・安全の確保には費用対効果を考慮する必要がありませんので、即時構築できると思われます。

安心・安全なにかほ市のために、ぜひシステムを構築するべきと考えますが、市長のお答えをお伺

いいたします。 

 次に、釜ヶ台小・中学校の今後の活用についてお伺いいたします。現在の市としての活用はどの

ような方向にあるのでしょうか。今までの経過の説明をお願いするとともに、市の構想をお伺いい

たします。児童・生徒たちは新しい環境で学校生活を送っています。思い出の詰まった校舎をいつ

までも活用方法が決まらずにいることはしのびなく思いますので、市の構想をはっきりと申し述べ

ていただきたいと思います。コンサルタントに任せるのではなく、コンサルタントの意見ではな

く、市としての展望をお聞かせ願いたいと思います。 

 次に、預託金制度についてでございます。本年 6 月 18 日より改正貸金業法が完全施行されま

す。その内容は、貸し付けの上限金利が引き下げられ、個人の借り入れは原則年収の 3分の 1まで

制限されます。そのことにより、無登録で法外な高い金利のヤミ金に走らざるを得なくなる危険性

も予想されます。政府は改正施行前に多重債務問題改善プログラムを策定し、各市町村に相談窓口

を設けるほか、借り入れられなくなった人に顔の見える関係を築いて低金利融資するセーフティー

ネット貸し付けを充実させることなどを方針といたしました。相談窓口は全国の 9割の市町村で整

備されているようであります。しかし、貸し付け制度はほんの一部にとどまっているのが現状で

す。2009 年、内閣府によると秋田県は自殺率 37.7％で全国ワースト 1 であります。そして先般、

厚生労働省が 6 月 2 日に発表した人口動態統計によると秋田県の人口 10 万人当たりの自殺による

死亡率は 38.1％と 08 年より悪化し、15 年連続ワースト 1 になってしまいました。その要因の約

30％は経済・生活問題でありました。市が地元金融機関と連携し、市が金融機関に預託し、生活困
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窮者、多重債務者等に貸し付ける制度を創設するべきと思いますが、市長の考えをお伺いいたしま

す。 

 また、漁業関係者への預託をいただいているわけですが、その年の天候、あるいは日々の経営、

生活に困っているとも伺っています。漁業者の預託金借り入れは審査があり、借りるに借りられな

い状況もあるようです。このことは漁業者のみならず農業者は農協に、商業者・工業者は商工会、

または銀行へと経営者としては各種の金融機関にお願いに行き、審査を受け、借りれるか借りれな

いかの状況下で経営を行っている経営者も少なくないと思われます。当然、一般の方々もこの全世

界的同時不況等で生活は苦しく、生活費を借りるにも借りれない方もいると推測されます。国策に

より来年 7月にはアナログ放送が終了し、否応なしにデジタル放送用のアンプ、あるいはテレビの

購入が必要になります。生活困窮者にはかなりの負担と思います。また、当市でも下水道工事が進

んでいる中で、水洗にしようにも負担が多く改良できない方もおられると思います。融資を受ける

ことにより生活を続けれる、生活を再建できる人のためにも、預託金制度、貸付金制度の創設を提

案しますが、市長のお考えをお伺いいたします。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、市長。 

    【市長（横山忠長君）登壇】 

●市長（横山忠長君） それでは、伊藤議員の御質問にお答えをいたします。 

 初めに、緊急情報のメール発信システムの構築についてでございます。御承知のように、現在、

にかほ市の防災行政無線をデジタル化し、新しい防災行政無線を整備中でございます。新しい防災

行政無線のシステムは、無線放送だけではなく、伊藤議員からも御指摘ありましたようにＪ－ＡＬ

ＥＲＴや気象情報システム、潮位観測システムなどを組み込む予定で今進めているところでありま

す。 

 御提案の緊急情報のメール配信システムも新システムに組み込む計画で進めているところでござ

いますが、その内容についてはどの程度までのメニューにするか、これからさらに詰めなければな

らないと今考えておりますが、基本的には気象情報、それから火災発生状況、犯罪情報などについ

ても検討しているところでございます。携帯電話は多くの人が持っている時代でございますので、

メール機能を使った情報の配信は無線が聞き取れなかった場合の確認手段ともなります。また、電

波がふくそうして電話がつながりにくい場合でもメールは比較的につながりやすいと言われており

ますので、災害時の連絡手段としても有効であると、そのように言われております。 

 しかしながら、メール配信システムを有効に活用するためには、市民の皆さんからあらかじめ携

帯電話のメールアドレス、これを登録していただく必要がございますので、登録する人が少なけれ

ば意味がございませんので、できるだけ簡単な操作で登録できるようなシステムをつくっていきた

いと今準備を進めているところであります。 

 次に、釜ヶ台小・中学校の今後の活用についてでございます。地域から学校がなくなるというこ

とに閉校記念式典などを通して地域の皆さんの思いを考えますと、大変胸が痛んだところでありま

す。しかしながら、現在、当地域の児童・生徒たちが新しい環境の中で元気に学校生活を送られて

いるということを聞きまして、安堵をしている状況でございます。改めて地域の子供たちの健全な
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成長を願い、院内小学校、新仁賀保中学校との統合に御理解と御協力をいただきました地域の皆さ

んに心から感謝と御礼を申し上げたいと思います。 

 さて、今後の活用でございますが、釜ヶ台小・中学校の統合については、釜ヶ台地区やＰＴＡ、

そして保護者の皆さんと懇談を重ねてまいりました。その中で施設の利用などについても地域の皆

さんから御意見を伺っております。具体的な御意見としては、夏休み期間中はプールを開設してほ

しい、体育館は市の防災計画において避難所となっているので残してほしい、また、その体育館は

地域の健康づくりやレクリエーションの場として利用したいので卓球台やボールなどもある程度は

残していただきたいという御意見がございました。こうした御意見は大切にしていきたいと思って

おります。加えて私としては、地域の農産物や山菜などの加工所、つまりは創業支援施設として地

域の産業の活性化に結びつくような拠点としての活用、また、都市農村交流の推進を図る目的でグ

リーンツーリズムなどの農業体験、宿泊体験の場としての活用、あるいは児童等の福祉施設として

の活用などいろいろな思いをめぐらしながら有識者などを通して情報の収集に努めてきたところで

あります。こうした中で教育委員会へも企業や団体から施設を見せてほしいなどの問い合わせも寄

せられております。また、首都圏から地方への移住、あるいは地場産品の加工販売など、まちづく

り支援活動を行っているＮＰＯ法人からも校舎の一部に山菜等の食品加工施設などを併設して、地

域農産物資源の利用と地域生活者の収益アップを目指しながら寄宿舎を基本とした不登校児童のフ

リースクールを開設したいとの提案なども寄せられております。このため何度か現地を案内し、施

設も調査していただいております。ただ、まだ具体的な事業構想は示されておりませんけれども、

地域住民の思い、考えが一番大切で大事でありますので、地域住民が望む、あるいは地域として受

け入れられる施設や利活用構想であれば、実施に向けた具体的な調査や事業設計に係る費用の予算

化を進めてまいりたいと思っております。 

 また、平成 21 年度に実施した耐震診断結果によれば、校舎については一部に敷居壁の補強が必

要であり、体育館についてもブレス、要するに筋交いを8ヵ所施す必要があるとの診断結果を受け

ております。当然のことながら校舎などの施設を有償、無償にかかわらず団体等に提供、利活用す

る場合は、耐震診断結果に基づいた補強工事を施し、また、文部科学省に対して転用許可申請など

の必要も出てまいります。体育館については地域コミュニティー施設として残す方法で考えており

ますが、校舎の転用については補強に要する費用や地域の活性化、産業振興につながる魅力ある事

業となるのかどうか、費用対効果などを慎重に見きわめながら方向性を打ち出していきたいと思っ

ております。 

 次に、生活困窮者を対象にした貸付制度についてでございます。国・県の資金を原資に秋田県社

会福祉協議会が事業主体となって実施している生活福祉資金制度の中の総合支援資金や緊急小口資

金、ほかには臨時特例つなぎ資金がございます。いずれもにかほ市社会福祉協議会が窓口となって

おります。また、それとは別に、にかほ市社会福祉協議会が独自に実施している助け合い資金など

もございます。 

 総合支援資金は、失業や収入の減少等により日常生活全般に困難を抱えまして、生活の立て直し

のための継続的な相談支援と生活費及び一時的な資金を必要とするもので、貸し付けにより自立が
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見込まれる世帯に貸し付けするものでございます。当然ながら貸し付けなりますと返済も、これ当

然出てきますので、この貸し付けによって自立が基本となります。貸付限度額は生活支援が生活再

建までの間に必要な費用として月額 20 万円以内、単身世帯については 15 万円以内で最高で 12 ヵ

月分、住宅入居費で敷金・礼金等住宅の賃貸契約を結ぶ費用として 40 万円以内、一時生活再建費

としては日常の生活費で賄うことが困難な一時的な費用として 60 万円以内となっており、連帯保

証人を設定する場合は無利子、設定しない場合は年利 1.5％となり、据置期間 6 ヵ月、償還期間は

据置期間経過後 20 年以内となっております。緊急小口資金については、低所得世帯、障害者世

帯、高齢者世帯を対象として、緊急かつ一時的に生計の維持が困難となった場合の少額費用を貸し

付けするものでございまして、条件は限度額 10 万円以内、無利子、据置期間 2 ヵ月以内、償還期

間 8 ヵ月以内となっております。臨時特例つなぎ資金は、居住のない離職者で失業給付、住宅手

当、生活保護等の公的な給付、あるいは就職安定資金融資や生活福祉資金貸し付け等の公的貸し付

けの申請が受理され、かつその給付などの開始までの生活に困窮している方に貸し付けするもの

で、条件は限度額 10 万円以内、連帯保証人不要、無利子で、申請中の公的給付などが決定し、支

給等が行われた時点で一括または分割で償還となっております。助け合い資金については、ひとり

親世帯、身体障害者または被生活保護者、もしくはこれに準じる生活状況にある低所得階層を対象

にして生活等のつなぎ資金を貸し付けするもので、限度額は 5 万円、無利子、償還期間は 12 ヵ月

で保証人は必要でございます。ちなみに平成 21 年度では総合支援資金については 9 件、緊急小口

資金については 2件、助け合い資金については 20件の実績となっております。 

 なお、多重債務を抱えている方への支援についてでございますが、多重債務を解決するために破

産法や更生法の適用を受ける場合の弁護士費用や裁判所関係費用については、先ほど申し上げまし

た総合支援資金の中の一時生活再建費の貸し付け対象となりますので、手持ち金がない場合は 60

万円以内で貸し付けを受けられます。ただし、あくまでも前段でも申し上げましたが、自立に向け

た取り組みを行う間の生活費用等を貸し付けるものでございますので、これまで借りたお金を借り

かえるというものには対象になりません。改正貸金業法完全施行が 6 月 18 日に迫っております

が、今後この総合支援資金の需要は伸びてくるのではないかなと、こういうふうにして思っており

ます。 

 次に、預託金についての御質問でございますが、近年、返済しきれないほどの借金を抱えてしま

う多重債務者の増加が深刻な社会問題となっております。これを解決するために貸金業法があるわ

けですが、改正貸金業法では銀行等からの借り入れを除き、サラ金やクレジット会社からは年収の

3 分の 1 を超える借り入れはできなくなり、貸し過ぎや借り過ぎが防げるものと、そのように考え

ます。 

 一方、伊藤議員が御指摘のように、借りたいときには借りられないという心配の声もあることも

事実ではなかろうかなと思います。生活困窮者等の支援については、本市では総合窓口を設けて相

談に応じておりますが、生活困窮者等を対象にした制度については、先ほど申し上げました秋田県

社会福祉協議会が事業主体となって、にかほ市社会福祉協議会が窓口となる生活福祉資金貸付制度

の利用を指導しているところであります。御質問の市が新たに金融機関に預託して生活困窮者等に
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貸し付ける制度の御提案でございますが、これまで申し上げました生活福祉資金貸付制度、これを

活用していただきたいなと思います。預託して金融機関と制度をつくるといっても、なかなか難し

い面があると思います。仮に市が金融機関に預託しても、金利の部分は下げることはできるかもし

れませんけれども、金融機関としては貸し付けする以上、それを回収しなければなりません。です

から、当然それは回収できるか、返済できるかどうかのやはり審査が行われることになりますの

で、御質問のように借りたいときに借りられないという形を解消できるかは、なかなか難しいので

はないかなというふうにして思います。 

 なお、漁業、商業、工業等の経営者のための預託金貸し付け状況などについては、担当部長がお

答えをいたしますので、よろしくお願いを申し上げたいと思います。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、産業建設部長。 

●産業建設部長（佐藤家一君） 私からは漁業、商業、工業等の経営者のための貸付金制度の説

明、現状等の説明になろうかと思いますので、よろしくお願いします。 

 初めに、漁業者については、これまで預託金制度として秋田県漁業協同組合に預け、運用してい

ただいたものを、漁協の金融部門の廃止によりまして預託金ではなく貸付金として貸し付け、漁業

者の漁業経営安定資金の原資として運用していただいております。平成 22 年度予算においても、

この金額については 1億 2,500 万円を予算計上しているところであります。これは漁船や漁具の取

得、改造、修理及び経営の安定資金として漁業者に貸し付けられますが、貸付審査においては他の

制度資金等とも総合的に判断し、借入希望者の実情や使途に合った資金の貸し付けが受けられるよ

うに配慮していただいております。ちなみに平成 22 年 4 月末現在では、50 件の利用があります。

このほか、運転資金、あるいは中古船の取得、経営の再建を図る資金、あるいは債務整理といった

制度資金もございます。これらの六つの制度資金については、市のほうでも債務保証料を全額助成

している次第であります。 

 次に、中小企業等に対する資金の融資関係についてです。当市では預託制度はとっておりません

が、融資を受ける際の保証料の全額助成、借入利息の 1％を助成するにかほ市中小企業振興資金融

資斡旋事業、通称マルにと言いますけれども、これを実施し、中小企業の経営が安定するように支

援を行っております。このマルに制度は昨年、利用者の要望にこたえ、融資斡旋最高限度額を

1,000 万円から 1,500 万円に、また、貸付期間を 7 年以内から 1 年据え置きの 10 年以内に条例改

正したところであります。平成 21 年度実績では保証料補助が 1,220 万円、利子補給助成について

も約 1,200 万円となっております。平成 22 年度予算においては、当初では存置項目でありますけ

れども、利用実績に応じて 3月補正で対応してまいりたいと考えております。 

 このほか景況悪化などの影響によりまして売上げや利益が減少している中小企業や農林漁業者が

資金繰りに困難を来したときに経営の安定を図るための資金融資として政府系金融機関である日本

政策金融公庫の長期固定の低金利で融資を受けられるセーフティーネット貸し付け、また、中小企

業の資金繰りを円滑にするため信用保証協会が 100％の債務補償をする緊急補償制度が実施されて

おります。このほか、昨年 12 月 4 日から施行された中小企業円滑化法により、借り入れの条件変

更が可能となっております。中小零細企業の事業主や住宅ローンの借り手の方々を支援することと
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しております。当面は市の既存事業を継続して各事業者を支援してまいりたいと思います。 

 なお、各業種の生活の再建については、先ほど市長が言われました制度等を活用していただきた

いと、そう思っております。以上です。 

●議長（佐藤文昭君） 6番伊藤知議員。 

●6 番（伊藤知君） 一つ目のメール発信システムの件なんですけれども、今まで私、総務委員会

でいろいろとＪ－ＡＬＥＲＴに関しては協議をしてきたんですが、そういうシステムがあるという

ことがちょっと把握しきれなかったものですから今回提案させていただきました。一応この携帯電

話の利用というのは非常に高くなってきていて、ある市でこの緊急情報のメールを発信している市

のアンケートを見ますと、携帯電話のメールをよく使っているというのが 63％、子供に対して例

えばこの子供の情報メール、不審者とかそういうメールを発信した場合に、安全に対して非常に関

心が高いということで 78％、それから保護者の安心度が高くなったというのが 91％ありました。

情報が一斉に伝わるためには便利だと感じるというのが 82％、情報が素早く伝わるということが

よいということで 76％というアンケートの結果が出ているようです。緊急時に必要だということ

を訴えているところが約 85％というアンケート結果が出ておりますので、どうしてもこの緊急情

報メール発信システムというのは、やはり市長が先ほど答弁いただいたように、このＪ－ＡＬＥＲ

Ｔの完成と同時に、できれば構築していただければありがたいなと思いますし、またその伝える情

報に関しては地震情報、あるいは津波、我々この地域には鳥海山がありますので、噴火するという

のは今はないと思いますけれども、ただ、休火山ですのでいつ噴火するかわかりませんから火山情

報、あるいは気象情報、あとは有事に関するというような情報を発信していただければありがたい

なということで、その発信する項目に関しては私また総務委員会ですので、そこら辺で今度話し合

いをして詰めていかせていただければなと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 釜ヶ台小・中学校の件に関してなんですけれども、今、市長からいろいろと地域の要望、あるい

はいろいろな企業がきているというお話ありましたけれども、今、日本国内でかなりの数の学校

が、合併によって廃校されておる学校ができています。しかし、約 80％が何かの用途に再利用さ

れているという状況のようであります。大きく分けると、一つが市長がよく言う第六次産業、観光

も含まれると思うんですけど、観光向け、体験学習、研修、合宿、博物館、資料館、アトリエ、そ

れから地元向け、集会施設、スポーツ施設、芸術作品の発表の場、それから特定の目的人向けとい

うことで養護学校、老人・障害者の福祉施設というのが、大きく分けて三つぐらいあるようです。

先ほど市長から報告があったのが、この三つがほとんど入っているわけですけれども、果たして本

当に市として、市としてはこれをやりたいんだというものがないのか、地域の方といろいろ話し合

いをしてプールの開放、これは 3月定例会でそのプールの条例改正もされました。それから、体育

館は残してほしい。その校舎を市として、我々こういう方向にもっていきたいんだと。今大きく分

けると三つあるわけですけれども、その市長から報告あったのは全部、三つが入っているわけです

けれども、それをすべてやるというのは私は難しいことだと思うんですが、市としてどの方向に市

として向かっていきたいのかお聞きしたいと思います。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、市長。 
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●市長（横山忠長君） 前段でも申し上げましたけれども、校舎の活用については、その地域の産

業振興につながるような施設として活用したい、これが一つです。それから、できれば都会などに

おいて不登校なっている子供さんもたくさんいるというふうにして伺っております。そうした方々

がいろいろ農業体験をしながら、この校舎を活用して寄宿舎を基本としながら地域との交流を進め

ながら自立を高めていくというふうなものに、できれば私は使いたいなというように思っておりま

すが、何しろこれは相手がある話でございますので、どの程度まで現実性を高めていくか、今さら

に話を詰めたいと思っておりますが、ただ、地域においてもそれぞれいろいろ－何て言うん

ですか、これからの活用について検討されておりますので、こうしたことも酌み取りながらです

ね、あの校舎を活用していきたいと思っております。 

●議長（佐藤文昭君） 6番伊藤知議員。 

●6 番（伊藤知君） 当にかほ市は豊かな自然や歴史の深いにかほ市でもあります。この廃校利用

に関しては、やはり先ほど市長が言っているとおり、住民と一緒になってこの地域のプラスになる

ような施設をつくることが一番だと思います。そのためには市がしっかりとした計画を立案して、

地域の皆様と一緒に協議しながら、市がリーダーシップをとってその廃校利用を進めていくという

姿勢が一番大切だと思いますが、それに関してはどうでしょう。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、市長。 

●市長（横山忠長君） これも先ほど申し上げましたが、地域の思いが大切でございますので、よ

く連携をしながら、地域の皆さんが納得できるような形で、それぞれともに頑張っていきたいと思

っております。 

●議長（佐藤文昭君） 6番伊藤知議員。 

●6 番（伊藤知君） 次に、預託金制度に関してなんですが、一番問題なのは多重債務の地域の人

たちを助けていかなくちゃいけないと。当市にかほ市は何年か前に秋田県内でも自殺率がトップに

なって大変難儀した地域でもあります。それと同時に岩手県のある市で、うちだけその市としての

自殺率が一番高いということになって、その市議会のほうで、市のほうで預託金制度を設けたらど

うだという提案をし、その自殺率の低減に功を奏したということがあるようでございます。その中

には預託するということも大切なことなんですが、ケアするという意味で預託するとともに精神的

な助けを出すだとか、あとは弁護士さんを市のほうで相談に行かせるだとか、そういうケアもして

いるようでございます。実際にこの地域もだんだんとまたもしかするとこの景気でいくと前のよう

な状況に戻りつつあるという懸念がされるわけですが、いろんなその先ほど報告あったとおり支援

策はありますよと言っても、実際は国、あるいは県のほうでやっているまず補助金を市が窓口にな

っていると。あるいは漁業に関しては預託金があります。それはやはり市単独の事業ですし、ある

いはそのマルに制度に関しても市の事業ではありますけれども、果たしてその一般の方々に対する

預託、あるいは手助けというのを市で単独でできないのかというのが今回の私のこの提案の趣旨で

ございます。それを考えたときに、確かに社会福祉協議会が窓口になりいいのがありますよと言っ

ても、先ほど言われたとおり額としては私は非常に低い金額かなという感じがするんですけれど

も、再度そのいろんなこの試しの中でそういう施策を設けて、この地域の自殺する人、あるいは生
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活困窮になっている人への一役ができないかなと、手助けできないかなという提案だったわけです

が、いかがでございましょうか。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、市長。 

●市長（横山忠長君） 預託金とは別にして、その相談業務を充実していくということは大切なこ

とだろうと思っております。こうした相談に来られた方を弁護士なり、そういう方に紹介していく

と、こういうことは社会福祉協議会に預託しておるし、相談もやっておりますけれども、こうした

内容、あるいは直接そういう形で弁護士さんを紹介するというものについても、これからさらに拡

充をしていかなければならないのかなという思いはあります。 

 ただ、預託金制度の中で－預託金は預託金ですからね。あくまで融資するとなると金融機

関となりますよね。そうなりますと、なかなかこう難しい点があるんではないかなと、その預託金

を崩して融資するという話であればあれですけれども、やはりこれも市民の皆さんから預かってい

るお金ですから、回収が不可能な方にはなかなか貸せないというのが現状だろうと思います。 

 いずれにしましても、この社会福祉協議会が窓口となっているのは、あくまでも自立が可能、貸

し付けによって自立が可能という方々に貸している制度でございますので、こうしたことを活用し

ながらですね、金銭的にはなかなか難しい、これといった妙案がないのが現状です。ただ、相談業

務については、先ほど申し上げましたように弁護士紹介とかそういう部分については、さらにいろ

いろ社会福祉協議会と連携をしながらですね充実はしていきたいと思っております。 

●議長（佐藤文昭君） 6番伊藤知議員。 

●6番（伊藤知君） この制度、実際は秋田県でも協議されております。07年 7月、消費者信用生

活協同組合、要は自殺をまずしないようにという、助けましょうというＮＰＯ法人の蜘蛛の糸とい

うところが設立申請許可を出したんですけれども、その窓口になってくれる金融機関が業績が悪化

し、それが結局はできなくなってしまったということで、県内にはまだ一つもこの制度を取り入れ

たところがありません。ところが、東北の岩手、あるいは仙台、宮城県、そこら辺のほうではある

程度そういう実績を上げているところもあるようでございます。それで、再度これあれなんですけ

れども、さっきも言ったとおり、その－例えば生活困窮者に対して家計診断、ライフプラ

ン、このような細やかなカウンセリングをするような制度というのもあわせて検討していただきた

いのですが、先ほども答弁ありましたけれども、もう一度そういうところをお願いいたします。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、市長。 

●市長（横山忠長君） 現実的にはそうした相談業務も社会福祉協議会のほうで行っておるわけで

あります。預託金についても、例えばですね我々のような小さな市ではなくて、財政規模の大きい

ようなところであれば、基金を積んでその基金の果実でいろいろな支援をしていくという方法もあ

ろうかと思いますけれども、我々のような行政規模が小さい、財政規模が小さい形の中で、その現

実的に大きな金が使えるような基金を積み立てるということは、当然今の段階では不可能です。で

すから、相談業務、こうした形をできるだけ充実してですね、最悪の事態につながらないように

我々も頑張っていきたいと思っています。 

    【6番（伊藤知君）「終わります」と呼ぶ】 
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●議長（佐藤文昭君） これで 6番伊藤知議員の一般質問を終わります。 

 所用のため、1時 55分まで休憩とします。 

 

午後 1時 43分 休 憩 

────────────────────────────── 

午後 1時 55分 再 開 

 

●議長（佐藤文昭君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 次に、16番加藤照美議員の一般質問を許します。16番加藤照美議員。 

    【16 番（加藤照美君）登壇】 

●16 番（加藤照美君） それでは今日最後の一般質問となりましたのでよろしくお願いをいたし

ます。今回は昨年春に大流行しました新型インフルエンザ対策、それから健康診査の実施につい

て、それから口蹄疫対策についての 3項目についてであります。まず最初に新型インフルエンザ対

策についてでありますが、平成 21 年春に発生した新型インフルエンザについては、早期の診断と

抗ウイルス薬による治療等によって多くの方が回復し、その後、根絶されたようであります。しか

しながら、ウイルスは今後も型を変えながら世界的に大流行する可能性があると言われておりま

す。地震や風水害のような災害であれば、ほかの地域からの人的、あるいは物質的な応援というこ

ともありますが、重篤な症状を引き起こす抗病原性の流行ということになれば、市外からの応援と

いったことが期待できず、それぞれの自治体の対応が市民への被害を大きく拡大させてしまうか最

小限にとどめることができるかということになると思います。そうしたことから、一時的な対応策

ではなく、地道な情報収集と具体的な対応計画、薬品、防護服などの備蓄が必要と思いますが、現

在のところどのような対応策がとられているか伺います。 

 次に、健康診査の実施についてであります。平成 20 年度からメタボリック症候群に対応するた

めの健康診査、特定保健指導を実施する制度に移行されました。このメタボリック症候群対策の健

診については、市町村など医療保険者に義務づけられたのに対して、がん検診は健康増進法の努力

義務にとどまっています。特定健康診査とがん検診の受診率をともに上げていくことが疾病の未然

防止ということになると思います。現在のそれぞれの受診率とがん死亡率の実態、今後の受診率の

向上策について伺います。 

 あわせて、子宮頸がんワクチンの市独自の助成については 6月補正に計上となっておりますが、

その内容についてももう少し詳しく説明をいただきたいと思います。 

 次に、口蹄疫対策についてであります。ことしの 4月、宮崎県で発生した口蹄疫が牛や豚などに

感染が拡大しております。県内においても防疫体制を強化する動きが広がっているようであります

が、市として現在の取り組み状況と市内の畜産農家戸数、飼育頭数、今後の対策等について伺いま

す。 

 つけ加えますが、畜産農家戸数、飼育頭数については、口蹄疫にかかりやすい家畜のことですの

で、よろしくお願いをいたします。 
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 以上、3点についてよろしくお願いします。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、市長。 

    【市長（横山忠長君）登壇】 

●市長（横山忠長君） それでは、加藤議員の御質問にお答えをいたします。 

 初めに、新型インフルエンザ対策についてでございます。昨年、世界各国で大流行し、当市でも

集団発生がございましたが、関係機関の御協力等により、速やかな休校、あるいは休園などの措置

によりまして沈静化したところでございます。あわせて、ワクチンの優先接種者の予防接種も行い

ました。そうしたことで現在は沈静化している状況でございます。当初は強毒性のインフルエンザ

ととらえまして、国の新型インフルエンザ対策行動計画にのっとり県でも対策を講じておりました

が、強毒性でないということが判明し、感染が拡大するにともないまして行動計画の見直しが必要

であると、そのように明らかになったところでございます。見直しに当たっては、これまでの対応

をもう一度検証し、第2波や強毒性型の出現に備えて、今後各関係機関と協議をしながら新たな新

型インフルエンザ対策行動計画を策定するべきと、そのように考えているところでございます。そ

こで、6 月中には昨年度の検証と、それに基づいた県の対策の概要が示されることになっておりま

すので、そうしたことを踏まえながら市の具体的な行動計画を策定してまいりたいと思っておりま

す。また、引き続き情報収集に努めながら、ホームページや市広報等において、市民、職員間の情

報の共有を図ってまいりたいと思っております。昨年の新型インフルエンザ感染拡大期には、マス

クや手の消毒薬、個人防護服等の確保が難しい状況でございましたが、補正予算で対応して感染拡

大などの緊急時に必要と思われる備品と消耗品 200 人分ほどを備蓄をしたところであります。今後

とも危機管理センターが中心となりながら、対応策や備蓄等を計画してまいりたいと思っておりま

す。 

 次に、健康診査の実施についての御質問でございます。メタボリック症候群を予防し、将来の医

療費の軽減を目的とする特定健康診査の受診率は、平成 20 年度は 42.53％でございました。平成

21 年度は残念ながら 33.08％と低くなっております。昨年度までは 64 歳までの方は市内医療機関

での個別受診、65 歳以上の方は各地区での集団健診で受診する形をとっておりましたが、本年度

は医師会とも再度協議した結果、年齢に関係なく個別と集団を自身の都合で選択して受診できるよ

うに変更し、受診率のアップを目指しているところでございます。 

 なお、受診期間は 7 月 31 日までとしておりますので、受診率はまだ判明しておりません。今後

は関係する部署が連携しながら、未受診者への受診勧奨や秋ころに再度受診できるような機会を設

けたらどうかということも今検討をしておりますし、また、各地区での健康教室などを通して周知

に努め、受診率の向上を図ってまいりたいと思っております。 

 なお、がん検診の受診率については、担当の部長等がお答えをいたします。 

 次に、子宮頸がん予防ワクチン接種に対する助成についてでございます。市政報告でも申し上げ

ましたが、中学 1年生から 3年生を対象に、市単独事業としてワクチン接種に2分の 1を助成し、

7 月 1 日から実施したいということで今定例会に補正予算をお願いしているところでございます。

このワクチン接種については、半年で 3 回必要になります。1 回当たり 1 万 5,000 円ほどかかりま
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すので、3回になりましたら 4万 5,000 円となります。その 2 分の 1 を市が助成するという考え方

で補正予算を置かせていただいているところでございます。 

 次に、口蹄疫対策についてでございます。4 月 20 日に発生しました口蹄疫の状況は、日々の報

道のとおりでございますが、宮崎県では毎日、擬似患畜の確認が続いております。政府は 5 月 19

日に発生地から半径 10 キロメートル圏内の牛や豚をすべて殺処分する方針を固め、対策が講じら

れているところでありますが、一日も早く宮崎県内でとられている対策で終息することを願ってい

るところであります。 

 秋田県では、4 月 21 日に県内における異常の有無の確認を聞き取り調査を行いました。そして

あわせて消毒と健康観察の徹底、異常家畜の早期発見・早期通報を指導しております。聞き取り調

査の結果では、県内すべての農家に異常のないことを確認し、消毒等の防疫体制の徹底を周知をし

ているところでございます。しかし、宮崎県では擬似患畜の発生が続いていることから、県では本

県への侵入防止と最悪の事態を想定し、5 月 24 日に秋田県口蹄疫危機管理連絡部を設置いたしま

した。当面の防疫体制としては、畜舎出入り口の踏み込みの消毒や畜舎内通路、畜舎周辺の消毒を

実施することとし、それに係る消毒薬の 1ヵ月分を無料配布することとしております。これを受け

て管内ではＪＡ秋田しんせいが中心となりまして、薬剤による一斉消毒を実施し、あわせて畜舎へ

の立入り禁止の看板を設置するなど防疫体制を強化しているところでございます。 

 次に、市としての対応でございますが、防疫体制は家畜伝染予防法により秋田県家畜衛生保健所

が中心となって県全域の集中管理の中で進められておりまして、直接農家に連絡や指導が行われて

いるところでございます。現在、市独自での具体的な防疫対策はとられておりませんが、当面は家

畜衛生保健所の指導のもとに関係機関、団体と協力して、農家での消毒、畜舎への立ち入り制限、

健康管理や観察等予防の徹底を継続することであると考えております。 

 また、万が一県内で発生した場合は、家畜衛生保健所による防疫措置への協力サポート体制を整

えることになりますが、このことについては現在、庁内で検討を進めているところでございまし

て、必要に応じて協力体制をとってまいりたいと思っております。 

 消毒関係の徹底はもちろんですが、やはり万が一発生した場合に拡大を抑えていくためには、殺

処分した家畜をどこに埋めるか、処分するか、この場所をどう確保するかが大きな私は課題だと思

っております。当然ながら地域住民の理解も得なければなりませんので、こうしたことも、そうす

ればここで発生した場合はここのところに埋設するような用地を確保できるかどうか、こうしたこ

とも含めて検討をしていきたいと思っております。 

 そこで市内の飼育状況でございますが、今年 2 月現在、肉用牛の飼養戸数は 45 戸で、飼育頭数

は繁殖牛、子牛、肥育、乳用牛、合わせて 711 頭でございます。また、豚は 1戸の農家でございま

して 200 頭でございます。 

 前段でも申し上げましたが、がん検診の受診率等については担当の部長がお答えをいたします。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、市民福祉部長。 

●市民福祉部長（木内利雄君） それでは、がん検診の受診率等についてお答えしたいと思いま

す。平成 21 年度肺がん検診の受診状況でございますが、48.2％でございます。大腸がん検診につ
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きましては 47.2％、胃がん検診につきましては 33.7％、乳がん検診につきましては 35.1％、子宮

がん検診、これは 27.3％、それから昨年度から開始されました女性特有のがん検診でございます

が、乳がん検診は 22.1％、子宮がんにつきましては 20.6％でございます。これは秋田県の平均よ

りは高い傾向にあります。 

 また、がんの死亡についての実態でございますが、担当課のほうでまとめたものでございます

が、平成 21 年におきましては全死亡の 23.9％の 86 人の方が残念ながらがんで亡くなられてお

り、死亡原因の 1 位となっておる現状であります。その原因といたしましては、胃がんが 17 人、

膵臓がんが 11人、肺がんが 11人、直腸・結腸がん、これが8人、肝臓がんが 7人、その他食道が

ん、乳がん、膀胱がん、白血病などがございますが、年代別では 40代が 1人、50代が 8人、60代

が 17 人、70 代が 27 人、80 代が 26 人、90 代が 7 人で、男性が 47 人、女性が 39 人となってござ

います。 

 平成 19 年にがん対策基本法制定に基づきまして、秋田県では今年度よりがん対策推進チームを

新たに設置いたしまして、県がリーダーシップをとりながらがん対策を推進しようといたしている

ところでございます。当市でも受診率向上のため、各団体や集落においての健康教育や健診申し込

み時のＰＲ活動、健診時期とあわせて広報を通して受診奨励に努めてまいります。また、未受診対

策として未受診者健診を実施する予定であります。それから、精密検査未受診者に対しましては、

タイムリーに訪問いたしまして受診の奨励に努めてまいりたいと考えております。市民の皆様に

は、みずからの健康に関心を高めていただきながら、生活習慣を見直すとともに病気の早期発見・

早期治療に心がけていただきたいと考えて願っております。以上であります。 

●議長（佐藤文昭君） 16 番加藤照美議員。 

●16 番（加藤照美君） それでは、最初に新型インフルエンザ対策についての再質問をさせてい

ただきます。今、市長の答弁ですと、昨年発生したそのウイルスは毒性が思ったより弱かったとい

うことでの見直しを行ったという答弁でしたけれども、この国立感染症研究所の感染症情報センタ

ーの報告によりますと、昨年春に発生が確認された新型インフルエンザのウイルスは遺伝子レベル

で、少なくとも 28 のタイプが 9 月下旬ころまで国内に侵入していたとの、その解析結果を報告し

ております。国内各地で採取された検体、それから世界各地で採取された検体、それぞれを分析し

たところ、世界中で広がっているウイルスはメキシコや北米で検出されたタイプと、それからニュ

ーヨークで見つかったタイプ、そしてこれらのグループ間で交雑して生まれた別の二つのタイプの

計 4タイプに大きく分類されたとの報告でありました。そういったことから、世界的大流行が再度

発生する可能性があると考えられます。 

 そこで、国のほうでは昨年度補正予算の中に経済危機対策として、地域経済活性化につながるこ

とから、新型インフルエンザ対策についても感染拡大を防止するための予算を計上しておりまし

た。その内容につきましては、感染拡大防止するための実施計画を策定し、保育施設、短期入所、

通所施設等の臨時休業による損失に対しての支援、あるいは新型インフルエンザ対策のための社会

福祉施設等におけるマスク、防護服、消毒液等の経費に対しての支援、それから保育施設の閉所に

伴う保育料の支援、放課後児童健全育成事業休止に伴う利用料の支援等々があったわけですけれど
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も、この交付金を利用して再度発生するかもしれないその対策のために対応計画、対応策を検討す

べきではないかと思いますけれども、再度この点について再質問させていただきます。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、市長。 

●市長（横山忠長君） 初めての新型インフルエンザということで、初めの経験で、我々当初は強

毒性のインフルエンザという形での対応をとってまいりました。ですから、どこで診察をして隔離

をしてという形でやってまいりましたけれども、結果的には毒性があまり強くないというインフル

エンザでございましたので安堵しているわけですけれども、どちらかというと、やはり最初に私た

ちも初めての経験でしたのではっきり言って振り回されたということはあります。ただ、幸いにし

て毒性が低かったということでございますから、これまで取り組んできた行動計画の見直しは必要

であろうと。そのために県ではことしの 6月中には昨年度の実績を踏まえて検証して、そして新た

なその方向性を示唆するということになっておりますので、市としてもそうした県の方針を踏まえ

ながら新たな新型インフルエンザ対策の行動計画をつくっておいて、そして万が一の場合はそれで

対応していくという形になろうかと思います。ただ、今度は日本だけになるのかなと。あまり毒性

のないものと、本当に強毒性に変わっていくのか、このあたりの日本だけの行動計画も必要になっ

てくるのではないかなと思います。 

 いずれにしましても、そうした国の制度、交付金の制度がありますので、できるものはそうした

制度を活用してまいりたいと思いますが、いずれにしても現実に即対応できるような行動計画をつ

くっていきたいと思っております。 

 補足については担当の部課長等からさせます。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、市民福祉部長。 

●市民福祉部長（木内利雄君） 地域活性化・経済危機対策臨時交付金についての御質問にお答え

したいと思います。地方公共団体において地球温暖化対策、少子高齢化社会への対応、安全・安心

の実現、その他将来に向けた地域の実情に応ずるきめ細かな事業を積極的に実施できることを目的

に、この交付金が交付されてございます。 

 安全・安心の実現という意味で新型インフルエンザ対策にこの交付金を当てはめることは可能な

ことでありましたが、御質問のありましたように市内社会福祉施設等においての活用では事業対象

では今回ございませんでした。しかし、県内では 9市町村で防護服、あるいはタミフルなどの購入

にこの交付金を充てておったところがございます。担当課のほうでは総合福祉交流センタースマイ

ルの改修工事、あるいは浄化槽の修繕、低公害車等の導入、これらにこの交付金を充てております

けれども、先ほど市長からお答えあったように、消耗品等の備品については既に本市の場合、備蓄

を若干いたしておったので、この交付金は今回対象としておらないのが実情であります。以上であ

ります。 

●議長（佐藤文昭君） 16 番加藤照美議員。 

●16番（加藤照美君） それでは、次に健康診査の実施についての再質問を行います。 

 御存じのように秋田県のがん死亡率が 12年連続ワースト 1となっております。人口 10万人当た

り 355.6 人、全国平均では 272.3 人ですので、いかにがんによる死亡率が高いかということがわか



- 58 - 

るかと思います。といったことで、がん検診に対する対策を当市においてもいち早く取るべきと考

えますけれども、にかほ市として重点的に取り組むべき事項について、先ほどちょっと答弁にもあ

りましたけれども、再度お伺いいたします。 

 それから、受診率を向上させるための協議会みたいなものを設置するお考えはないのかどうかお

聞きいたします。それと、受診対象者に対して電話等による受診勧奨や健診情報の提供は考えてい

ないのかどうかということでございます。そしてまた、秋田県ではがん対策推進計画の中で平成

22 年度当初予算に計上となっておりますけれども、がん受診促進助成事業というのがありまし

て、それを利用しての市内での休日健診、あるいは診察等、市内でそういった事業を利用しての健

診を行っているところがあるのかどうかお伺いいたします。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、市民福祉部長。 

●市民福祉部長（木内利雄君） お答えしたいと思います。がん対策についてでございますが、先

ほども申し上げましたとおり、非常に受診率を上げていくことが求められておるところでございま

すが、にかほ市としても県の新たな対策の指導を受けながらこれに努めてまいりたいと考えており

ます。 

 協議会の件についてでございますが、現在はお医者さん方を中心としての協議をいたしておると

ころでありますが、市民の方を交えた協議会も今後検討して、受診率を上げるためにはどうしてい

ったらいいのかみんなで考えたいというふうに考えております。 

 対象者の電話の件でございますが、これにつきましては今でもＰＲ活動として訪問活動などを通

しながら行っておりますので、引き続き実施していきたいと考えてございます。 

 秋田県の新しいがん予防対策の推進チームが秋田に設置されております。この推進チームの指導

を本当に受けながら、全県一つになって全国ワースト 1のこのがん死亡率を解消を図りたいという

思いは県と市も一緒でございますので、一緒に頑張って努めてまいりたいと考えております。以上

であります。 

●議長（佐藤文昭君） 16 番加藤照美議員。 

●16 番（加藤照美君） 子宮頸がんについても再質問をしたいと思いますけれども、今回 6 月補

正に計上となっておりますけれども、当市においては女子中学生が 424 名おります。その内訳が 1

年生が 142 名、2 年生が 131 名、3 年生が 151 名となっております。今回補正では 288 万円ほどの

計上となっておりましたけれども、2 分の 1 の助成ですので、それを割ると 128 名ほどの人数分し

か計上となっていないような気がします。ということは、424 名ですので、その約 3 割の方の分し

か補正計上となっていないようですけれども、そこら辺の 3割にしたというところの理由等をお願

いしたいと思います。 

 それから、今、県と市の助成が実施されますと個人負担が軽くなると思うんですけれども、そう

いった場合、接種する人数がふえてくるとも考えられますが、そのときの対応についてもお聞きい

たします。 

 それから、由利本荘市では対象を 10歳から 45歳といたしております。当市の場合は中学生の女

子だけでしたので、そこら辺の判断、なぜ女子だけだったのかというところを－中学生の女
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子だけというその理由についてお伺いいたします。 

 この点について再質問します。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、市長。 

●市長（横山忠長君） 御指摘のように、今、1 年生から 3 年生までの女子生徒に対して 3 割しか

予算措置しておりません。100％受診すれば 100％の予算は補正で対応したいと思いますが、初め

ての試みで、なかなか保護者にとりましても、あるいは当人の中学生にとりましても、はいそうで

すかとすんなりはワクチン接種に行くのかどうかということもあります。そういうことで、今回は

6 月補正ではまず 3 割、3 割程度の受診率という形で予算措置を行いましたけれども、前段で申し

上げましたように、それが高まっていけば補正で対応していきたいと思っております。 

 それから、今、市では 2 分の 1、県内では 4 月新年度の予算でできたところは潟上市が 100％、

それから由利本荘市が 3 分の１か－いうような形になっていますが、いろいろ各市町村長と

情報交換しておりますけれども、6 月定例議会で予算化するという市町村も幾らかはございまし

た。これからさらにふえていくんだろうと思いますが、ただ、県のほうでも対策を講ずるという形

になっておりますが、具体的にどういう形で支援するかということはまだ明示されておりません。

また、国のほうにおいても基本法を制定して、そして実施主体は市町村でありますけれども、やっ

た市町村に対しては国費で全額補てんをすると、補助をするという形の基本法の制定に向けて今取

り組みをしている政党もあるようでございます。ですから、これからそういう状況を見ていかなけ

ればなりませんが、国費で全額負担していただければこれにこしたことはありません。ただ、そう

でないとすれば、やはり市と県が連携しながら少しでも軽減、経費の負担軽減を図るようなことは

やっていかなければならないのかなと思っておりますが、6 月から子ども手当も支給されました。

これはその本人の命を守ることでございますので、やはりある程度の負担はしていただかなければ

ならないのではないかなというそういう思いもあります。 

 いずれにしましても、できるだけ県、あるいは市の考え方をあわせながら軽減を図ってまいりた

いと思っております。 

 補足については担当部長、あるいは課長からさせます。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、市民福祉部長。 

●市民福祉部長（木内利雄君） 補足説明させていただきます。対象年齢でございますが、中学生

の女子を対象といたしましたのは、医師会との協議によりまして、どうしてもこの年齢層が一番予

防が可能だということでの判断によるものでございます。 

●議長（佐藤文昭君） 16 番加藤照美議員。 

●16番（加藤照美君） わかりました。 

 最後の口蹄疫対策についての再質問を行います。最初に 5 月 27 日の県庁において口蹄疫に関す

る担当者会議を開催しております。その会議の内容についてちょっとお聞きしたいと思うんですけ

れども、今回この口蹄疫が発生したのが宮崎県であります。宮崎県で最初に発生した感染ルートの

ような説明があったのかどうか最初にそういうような話があったのかどうかということと、それか

ら、口蹄疫にかかりやすい動物とはひずめが二つに割れている動物ということになっているようで
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すので、自然の中で生息しているイノシシやカモシカなども伝染する－伝染拡大する、そう

いった可能性もあるわけで、そういったことの会議での話があったのかどうかということでござい

ます。それから、現在は稲わら、あるいは麦わら等の輸入もされているわけなんですけれども、そ

ういった稲わら、あるいは－等にはウイルスは夏で 4 週間ほど、冬で 9 週間、生存すると言

われておりますので、そういったわらの輸入等の－その県内で輸入している畜産農家がいる

のかどうかというような話があったのかということをお聞き－その会議の中での話を最初に

お聞きしたいなと思います。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、産業建設部長。 

●産業建設部長（佐藤家一君） 5 月 27 日の県の関係機関、団体等の担当者会議の内容でありま

すけれども、これについては宮崎県の発生の状況、それから国でとっている対策、あるいは本県の

発生した場合の初動防疫体制などの関係団体との作業範囲、あるいは手順、それからいろんな団体

等の要請をどうやっていくかというようなことを、いろいろ図解を示しての協議会に－会議

の内容になっております。 

 2 番のカモシカ等の自然動物の件なんですけれども、今回の防疫体制については、あくまでも家

畜ということでそういうカモシカ等のことにまでは踏み込んでおりません。 

 それから、稲わら等のその飼料の輸入なんですけれども、これについては現実、把握しておりま

せん。以上です。 

●議長（佐藤文昭君） 16 番加藤照美議員。 

●16 番（加藤照美君） そこでにかほ市のこの口蹄疫に対する対応策についてお伺いいたしま

す。先ほど答弁でもありましたけれども、県では口蹄疫対策危機管理連絡部を設置して 6月中をめ

どに県内 1,700 戸の畜産農家に消毒薬を無料配布するとしております。その市独自の対策について

ですけれども、例えば防疫対策の講習会の開催等の検討はないのかということでございます。 

 それから、宮崎県の畜産農家を支えようということで全国でいろんな支援活動が行われておりま

すけれども、当市においても何か支援策を考えているのかどうかということでございます。 

 最初の感染確認から1ヵ月半が経過していますけれども、今、国や県の初動体制のおくれが感染

拡大の原因だと言われております。そういったことで今現在の市としての防疫対策については、今

の状態で万全であると考えているのか、そこら辺を確認したいと思います。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、産業建設部長。 

●産業建設部長（佐藤家一君） 最初の防疫対策協議会等のその設置なんですけれども、あくまで

もこの対策については、県の中央家畜保健所のほうが主導で行われます。いろんな農家への畜舎へ

の立ち入り禁止措置等も行っておりますので、そういう方たちから会議に出席いただいて、その感

染の拡大、あるいは感染するような事態も避けていかなければならないということで防疫体制全般

にわたりまして家畜保健所の指導のもと、ＪＡ、あるいは市が協力体制を整えていくと。実際にそ

の各種施策についてサポートしていくというようなことにしております。 

 それから、独自の支援なんですけれども、今現在は消毒薬についても県のほうから全戸配布され

ている状況にあります。実際の罹患した場合の対策等は、実際の本部会議での協議になろうかと思
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います。 

 市の初動体制でありますけれども、先ほど申しましたけれども、実際は家畜防疫員、これは県の

家畜保健衛生所の職員になりますけれども、これによる防疫措置への協力、サポートを行うことが

当面の対策と考えております。ただ、市としても市内全家畜農家の飼育頭数、あるいは農家の位置

関係、それらを現状マップを作成いたしまして、罹患した場合の早期対応に備えておくと、そうい

う作業を行っております。またその緊急時の連絡体制も確立しておくべきであろうということで、

それら団体等との連絡体制についても見直しを行っております。それから、当市には水質保護区域

もあります。先ほど市長からもあったわけですけれども、実際に埋めなければならないといった場

合、その範囲内が適当なのかどうかという協議も保健所等との協議も必要かとも思います。それら

その埋設する位置についても現在検討しているところであります。 

 それから、県では消毒薬を一応きのうから配布いたしまして、全農家に配布が終わっているとい

うような報告にあります。これから市としては、各農家でそれら消毒の設置がちゃんと行われてい

るかというような確認作業をしていきたいと思います。 

●議長（佐藤文昭君） 16 番加藤照美議員。 

●16 番（加藤照美君） わかりました。最後 1 点だけ、がん検診についてちょっと再質問忘れま

したので、1 点だけお聞きします。がん検診の受診率向上対策で検査料自己負担の軽減等、市では

考えていないのかどうか、これを聞いて終わりにしたいと思います。 

●議長（佐藤文昭君） 答弁、市民福祉部長。 

●市民福祉部長（木内利雄君） がん検診に対する助成についてでございますが、にかほ市では各

種検診に対する助成制度を行ってございますが、がんに対する独自の助成は今のところ子宮頸がん

を除いては行ってございませんが、人間ドックを通しての早期発見についての助成を行っていると

ころで、今後、検討させていただきたいと思います。 

    【16 番（加藤照美君）「終わります」と呼ぶ】 

●議長（佐藤文昭君） これで 16番加藤照美議員の一般質問を終わります。 

 以上で本日の日程は全部終了しました。 

 本日は、これで散会します。 

 大変御苦労さまです。 

 

午後 2時 44分 散 会 

 

────────────────────────────── 
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